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1.関係法令等 

              (1) 関係法令等一覧 

① 下水道法関係 
法令等の名称 条番号 見出し 備考 

下水道法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道法施行令 

 

1 

2 

3 

4 

9 

10 

11 

11の 2 

11の 3 

12 

12の 2 

12の 3 

12の 4 

12の 5 

12の 6 

12の 7 

12の 8 

12の 11 

12の 12 

13 

16 

18 

18の 2 

19 

20 

24 

25 

26 

27 

32 

33 

37の 2 

38 

 

39の 2 

45.46.46の 2 

47.47の 2.48 

49.50.51 

 

7 

8 

8 の 2 

9 

9 の 2 

9 の 3 

9 の 4 

9 の 5 

 

9 の 6 

9 の 7 

9 の 10 

9 の 11 

この法律の目的 

用語の定義 

管理 

事業計画の認可 

供用開始の公示等 

排水設備の設置等 

排水に関する受忍義務等 

使用の開始等の届出 

水洗便所への改造義務等 

除害施設の設置等 

特定事業場からの下水の排除の制限 

特定施設の設置等の届出 

特定施設の構造等の変更の届出 

計画変更命令 

実施の制限 

氏名の変更等の届出 

承継 

除害施設の設置等 

水質の測定義務等 

排水設備等の検査 

公共下水道管理者以外の者の行う工事等 

損傷負担金 

汚濁原因者負担金 

工事負担金 

使用料 

行為の制限等 

条例で規定する事項 

管理 

指定 

他人の土地の立入又は一時使用 

許可又は承認の条件 

改善命令等 

公共下水道管理者、流域下水道管理者又は 

都市下水路管理者の監督処分等 

報告の徴収 

罰則 

 

 

 

排水設備の設置を要しない場合 

排水設備の設置及び構造の技術上の基準 

使用開始等の届出を要する下水の量又は水質 

除害施設の設置等に関する条例の基準 

下水の排除の制限等の規定が適用されない特定施設 

適用除外 

特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準 

特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準を 

定める条例の基準 

適用除外 

法第 12条の 2第 6項の政令で定める施設 

除害施設の設置等に係る下水の水質の基準 

除害施設の設置等に係る条例の基準 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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法令等の名称 条番号 見出し 備考 

 

 

 

 

 

広島市下水道条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島市下水道条例施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島市排水設備指定工事店 

規則 

広島市水洗便所設備資金 

貸付条例 

広島市水洗便所設備資金 

貸付条例施行規則 

広島市私道内排水設備布設 

工事費補助金交付規則 

広島市生活扶助世帯水洗便所 

設備工事費補助金交付規則 

取付管の設置に要する費用の

徴収等に関する事務取扱要綱 

広島市排水設備改修資金貸付 

要綱 

私道内排水設備布設工事費補

助金交付事務取扱置要綱 

10 

11 

16 

17 

 

 

1 

2 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

12 

14 

15 

17 

18 

19 

44 

48 

50 

51 

52 

54 

57 

58 

64.65.66 

 

1 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

27 

28 

33 

 

 

 

承認を要しない軽微な施設の維持 

工事負担金に係る下水の量の算出方法 

公共下水道管理者の許可を要しない軽微な行為 

公共下水道に設ける施設又は工作物その他の物件に関する 

技術上の基準 

 

この条例の趣旨 

用語の定義 

排水設備の設置 

排水設備の接続等 

排水設備の計画の確認 

排水設備の工事の施行 

排水設備の工事の検査 

特別の理由による取付管の設置 

使用開始等の届出 

特定事業場からの下水の排除の制限 

除害施設の設置等 

除害施設等の計画の確認及び設置等の検査 

改善命令等 

行為の許可 

使用料 

使用料の徴収 

資料の提出 

手数料 

占用の許可 

占用料 

現状回復 

使用料等の減免 

罰則 

 

この規則の趣旨 

排水設備の接続の申請 

排水設備の接続の箇所等 

排水設備の設置及び構造に関する基準 

排水設備の計画の確認申請等 

検査員 

検査員の証票 

使用開始等の届出 

適用除外 

除害施設等の計画の確認申請 

占用の許可の申請 

占用の許可基準 

使用料等の減免 
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法令等の名称 条番号 見出し 備考 

排水設備の設置及び構造に関 

する取扱基準 

広島市公共下水道等に係る区

域外流入許可に関する事務取

扱基準 

広島市雨水流出抑制に関する

指導要領 

   

    

※ 備考の○印は(2)関係法令等抜粋に掲載したもの。 

 

  ② 建築基準法関係 
法令等の名称 条番号 見出し 備考 

建築基準法 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法施行令 

 

 

 

 

建築物に設ける飲料水の配管 

設備及び排水のための配管設 

備の構造方法を定める件 

8 

10 

 

19 

31 

36 

 

40 

 

28 

30 

112 

129の 2の 5 

 

1 

2 

3 

維持保全 

保安上危険であり、又は衛生上有害である建築物に対する 

措置 

敷地の衛生及び安全 

便所 

この章の規定を実施し、又は補足するため必要な技術的な 

基準 

地方公共団体の条例による制限の附加 

 

便所の採光及び換気 

特殊建築物及び特定区域の便所の構造 

防火区画 

給水、排水その他の配管設備の設置及び構造 

 

 

 

適用の特例 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

※ 備考の○印は(2)関係法令等抜粋に掲載したもの。 

 

  ③ そ の 他 
法令等の名称 条番号 見出し 備考 

民法 

 

 

水道法 

 

建築物における衛生的環境の 

確保に関する法律 

 

 

 

建築物における衛生的環境の 

確保に関する法律施行令 

 

建築物における衛生的環境の 

確保に関する法律施行規則 

 

消防法施行規則 

 

廃棄物の処理及び清掃に関す 

る法律 

 

220 

221 

 

3 

 

1 

2 

3 

4 

 

1 

2 

 

4 

4 の 3 

 

17 

1 

2 

2 の 3 

3 

6 

6 の 2 

7 

排水のための低地通水（余水排泄権） 

通水用工作物の使用権 

 

用語の定義 

 

目的 

定義 

保健所の業務 

建築物環境衛生管理基準 

 

特定建築物 

建築物環境衛生管理基準 

 

給水に関する衛生上必要な措置等 

排水に関する設備の清掃等 

 

 

 

目的 

定義 

国民の責務 

事業者の責務 

一般廃棄物処理計画 

市町村の処理等 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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一般廃棄物処理業 ○ 

法令等の名称 条番号 見出し 備考 

 

 

 

 

 

 

 

広島市浄化槽保守点検業者の 

登録等に関する規則 

広島市一般廃棄物処理実施計 

画の告示 

 

道路法 

 

 

道路交通法 

 

 

 

悪臭防止法 

 

 

 

 

 

環境基本法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[参 考] 

水質汚濁防止法 

労働安全衛生法 

建設工事公衆災害防止対策 

要綱 

建築物における排水槽等の構 

造、維持管理等に関する指導 

要綱 

日本下水道協会広島県支部 

下水道排水設備工事責任技術

者試験、登録及び更新講習実

施要綱 

日本下水道協会広島県支部 

下水道排水設備工事責任技術

者試験、登録及び更新講習実

施要領 

 

道路位置指定要領 

排水施設に係る管材質の選定

について 

11 

 

 

11 

12 

16 

 

21 

 

 

 

 

32 

36 

 

1 

77 

78 

 

2 

4 

14 

16 

17 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者及び地方公共団体の処理 

 

 

産業廃棄物処理計画 

事業者の処理 

投棄禁止 

 

浄化槽管理者の報告 

 

 

 

 

道路の占用の許可 

水道、電気、ガス、事業等のための道路の占用の特例 

 

目的 

道路の使用の許可 

許可の手続 

 

定義 

規制基準 

国民の責務 

水路等における悪臭の防止 

国及び地方公共団体の責務 

 

目的 

定義 

環境の恵沢の享受と継承等 

環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築等 

国際的協調による地球環境保全の積極的推進 

国の責務 

地方公共団体の責務 

事業者の責務 

国民の責務 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

※ 備考の○印は(2)関係法令等抜粋に掲載したもの。 



- 187 - 

 

(２) 関係法令等抜粋 

下水道法 

 

（この法律の目的） 

第１条 この法律は、流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項並びに公共下水道、流域下水道及

び都市下水路の設置その他の管理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、もって都市の健全な発達

及び公衆衛生の向上に寄与し､あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 下水 生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、若しくは附随する廃水（以下「汚水」

という。）又は雨水をいう。 

(2) 下水道 下水を排除するために設けられる排水管、排水渠その他の排水施設（かんがい排水施設

を除く。）、これに接続して下水を処理するために設けられる処理施設（屎尿浄化槽を除く。）又はこ

れらの施設を補完するために設けられるポンプ施設その他の施設の総体をいう。 

(3) 公共下水道 主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地方公共団体が管理す

る下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものであり、かつ、汚水を排除す

べき排水施設の相当部分が暗渠である構造のものをいう。 

 (4) 流域下水道 もっぱら地方公共団体が管理する下水道により排除される下水を受けて、これを排

除し、及び処理するために地方公共団体が管理する下水道で、２以上の市町村の区域における下水

を排除するものであり、かつ、終末処理場を有するものをいう。 

 (5) 都市下水路 主として市街地における下水を排除するために地方公共団体が管理している下水道

（公共下水道及び流域下水道を除く｡）で、その規模が政令で定める規模以上のものであり、かつ、

当該地方公共団体が第27条の規定により指定したものをいう。 

 (6) 終末処理場 下水を最終的に処理して河川その他の公共の水域又は海域に放流するために下水道

の施設として設けられる処理施設及びこれを補完する施設をいう。 

 (7) 排水区域 公共下水道により下水を排除することができる地域で、第９条第１項の規定により公

示された区域をいう。 

 (8) 処理区域 排水区域のうち排除された下水を終末処理場により処理することができる地域で、第

９条第２項において準用する同条第１項の規定により公示された区域をいう。 

 

（管  理） 

第３条 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県は、２以上の市町村が受益し、かつ、関係市町村のみでは設置

することが困難であると認められる場合においては、関係市町村と協議して、当該公共下水道の設置、

改築、修繕、維持その他の管理を行うことができる。この場合において、関係市町村が協議に応じよ

うとするときは、あらかじめその議会の議決を経なければならない。 

 

（事業計画の認可） 

第４条 前条の規定により公共下水道を管理する者（以下「公共下水道管理者」という。）は、公共下水

道を設置しようとするときは、あらかじめ、政令で定めるところにより、事業計画を定め、国土交通

大臣（政令で定める事業計画にあっては、都道府県知事。第６条において同じ。）の認可を受けなけれ

ばならない。認可を受けた事業計画の変更（政令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときも、

同様とする。 

２ 国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、政令で定める場合を除き、あらかじめ、保健

衛生上の観点からする環境大臣の意見をきかなければならない。 
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（供用開始の公示等） 

第 9条 公共下水道管理者は、公共下水道の供用を開始しようとするときは、あらかじめ、供用を開始

すべき年月日、下水を排除すべき区域その他国土交通省令で定める事項を公示し、かつ、これを表示

した図面を当該公共下水道管理者である地方公共団体の事務所において一般の縦覧に供しなければな

らない。公示した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

2 前項の規定は、公共下水道管理者が終末処理場による下水の処理を開始しようとする場合又は当該公

共下水道が接続する流域下水道の終末処理場による下水の処理が開始される場合に準用する。この場

合において、同項中｢供用を開始すべき年月日｣とあるのは｢下水の処理を開始すべき年月日｣と、｢下水

を排除すべき区域｣とあるのは、｢下水を処理すべき区域｣と、｢国土交通省令｣とあるのは｢国土交通省

令、環境省令｣と読み替えるものとする。 

 

（排水設備の設置等） 

第 10条 公共下水道の供用が開始された場合においては、当該公共下水道の排水区域内の土地の所有者、

使用者又は占有者は、遅滞なく、次の区分に従って、その土地の下水を公共下水道に流入させるため

に必要な排水管、排水渠その他の排水施設(以下｢排水設備｣という。)を設置しなければならない。た

だし、特別の事情により公共下水道管理者の許可を受けた場合その他政令で定める場合においては、

この限りでない。 

(1) 建築物の敷地である土地にあっては、当該建築物の所有者 

(2) 建築物の敷地でない土地(次号に規定する土地を除く。)にあっては、当該土地の所有者 

(3) 道路(道路法(昭和 27年法律第 180号)による道路をいう。)その他の公共施設(建築物を除く。)

の敷地である土地にあっては、当該公共施設を管理すべき者 

2 前項の規定により設置された排水設備の改築又は修繕は、同項の規定によりこれを設置すべき者が行

うものとし、その清掃その他の維持は、当該土地の占有者(前項第 3号の土地にあっては、当該公共施

設を管理すべき者)が行うものとする。 

3 第 1項の排水設備の設置又は構造については、建築基準法(昭和 25年法律第 201号)その他の法令の

規定の適用がある場合においてはそれらの法令の規定によるほか、政令で定める技術上の基準によらな

ければならない。 

 

（排水に関する受忍義務等） 

第 11条 前条第 1項の規定により排水設備を設置しなければならない者は、他人の土地又は排水設備を

使用しなければ下水を公共下水道に流入させることが困難であるときは、他人の土地に排水設備を設

置し、又は他人の設置した排水設備を使用することができる。この場合においては、他人の土地又は

排水設備にとって最も損害の少ない場所又は箇所及び方法を選ばなければならない。 

2 前項の規定により他人の排水設備を使用する者は、その利益を受ける割合に応じて、その設置、改築、

修繕及び維持に要する費用を負担しなければならない。 

3 第1項の規定により他人の土地に排水設備を設置することができる者又は前条第2項の規定により当

該排水設備の維持をしなければならない者は、当該排水設備の設置、改築若しくは修繕又は維持をする

ためやむを得ない必要があるときは、他人の土地を使用することができる。この場合においては、あら

かじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。 

4 前項の規定により他人の土地を使用した者は、当該使用により他人に損失を与えた場合においては、

その者に対し、通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

 

（使用の開始等の届出） 

第 11 条の 2 継続して政令で定める量又は水質の下水を排除して公共下水道を使用しようとする者は、

国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、当該下水の量又は水質及び使用開始の時期を公共

下水道管理者に届け出なければならない。その届出に係る下水の量又は水質を変更しようとするとき

も、同様とする。 
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2 継続して下水を排除して公共下水道を使用しようとする水質汚濁防止法(昭和 45年法律第 138号)第

2条第2項に規定する特定施設又はダイオキシン類対策特別措置法(平成11年法律第105号)第 12条第

1項第 6号に規定する水質基準対象施設(以下単に｢特定施設｣という。)の設置者は、前項の規定により

届出をする場合を除き、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、使用開始の時期を公共下水

道管理者に届け出なければならない。 

 

（水洗便所への改造義務等） 

第 11条の 3 処理区域内においてくみ取便所が設けられている建築物を所有する者は、当該処理区域に

ついての第 9条第 2項において準用する同条第 1項の規定により公示された下水の処理を開始すべき

日から 3年以内に、その便所を水洗便所(汚水管が公共下水道に連結されたものに限る。以下同じ。)

に改造しなければならない。 

2 建築基準法第 31 条第 1 項の規定に違反している便所が設けられている建築物の所有者については、

前項の規定は、適用しない。 

3 公共下水道管理者は、第 1 項の規定に違反している者に対し、相当の期間を定めて、当該くみ取便

所を水洗便所に改造すべきことを命ずることができる。ただし、当該建築物が近く除却され、又は移

転される予定のものである場合、水洗便所への改造に必要な資金の調達が困難な事情がある場合等当

該くみ取便所を水洗便所に改造していないことについて相当の理由があると認められる場合は、この

限りでない。 

4 第 1項の期限後に同項の違反に係る建築物の所有権を取得した者に対しても、前項と同様とする。 

5 市町村は、くみ取便所を水洗便所に改造しようとする者に対し、必要な資金の融通又はそのあっせん、

その改造に関し利害関係を有する者との間に紛争が生じた場合における和解の仲介その他の援助に努

めるものとする。 

6 国は、市町村が前項の資金の融通を行う場合には、これに必要な資金の融通又はそのあっせんに努め

るものとする。 

 

（除害施設の設置等） 

第 12条 公共下水道管理者は、著しく公共下水道若しくは流域下水道の施設の機能を妨げ、又は公共下

水道若しくは流域下水道の施設を損傷するおそれのある下水を継続して排除して公共下水道を使用す

る者に対し、政令で定める基準に従い、条例で、下水による障害を除去するために必要な施設(以下｢除

害施設｣という。)を設け、又は必要な措置をしなければならない旨を定めることができる。 

2 前項の条例は、公共下水道又は流域下水道の機能及び構造を保全するために必要な最小限度のもので

あり、かつ、公共下水道を使用する者に不当な義務を課すこととならないものでなければならない。 

 

（特定事業場からの下水の排除の制限） 

第 12条の 2 特定施設(政令で定めるものを除く。第 12条の 11、第 18条の 2及び第 39条の 2を除き、

以下同じ。)を設置する工場又は事業場(以下｢特定事業場｣という。)から下水を排除して公共下水道(終

末処理場を設置しているもの又は終末処理場を設置している流域下水道に接続しているものに限る。

以下この条、次条、第12条の 5、第 12条の 10第 1項及び第 37条の 2において同じ。)を使用する者

は、政令で定める場合を除き、その水質が当該公共下水道への排出口において政令で定める基準に適

合しない下水を排除してはならない。 

2 前項の政令で定める基準は、下水に含まれる物質のうち人の健康に係る被害又は生活環境に係る被害

を生ずるおそれがあり、かつ、終末処理場において処理することが困難なものとして政令で定めるもの

の量について、当該物質の種類ごとに、公共下水道からの放流水又は流域下水道から河川その他の公共

の水域若しくは海域に放流される水(以下｢流域下水道からの放流水｣という。)の水質を第 8 条(第 25

条の 10において準用する場合を含む。第 4項(第 12条の 10第 2項において準用する場合を含む。)及

び第 13条第 1項において同じ。)の技術上の基準に適合させるため必要な限度において定めるものとす

る。 
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3 前項の政令で定める物質に係るものを除き、公共下水道管理者は、政令で定める基準に従い、条例で、

特定事業場から公共下水道に排除される下水の水質の基準を定めることができる。 

4 前項の条例は、公共下水道からの放流水又は流域下水道からの放流水の水質を第 8条の技術上の基準

に適合させるために必要な最小限度のものであり、かつ、公共下水道を使用する者に不当な義務を課す

ることとならないものでなければならない。 

5 第 3項の規定により公共下水道管理者が条例で水質の基準を定めた場合においては、特定事業場から

下水を排除して公共下水道を使用する者は、政令で定める場合を除き、その水質が当該公共下水道への

排出口において当該条例で定める基準に適合しない下水を排除してはならない。 

6 第 1項及び前項の規定は、一の施設が特定施設となった際現にその施設を設置している者(設置の工

事をしている者を含む。)が当該施設を設置している工場又は事業場から公共下水道に排除する下水に

ついては、当該施設が特定施設となった日から 6月間(当該施設が政令で定める施設である場合にあっ

ては、1 年間)は、適用しない。ただし、当該施設が特定施設となった際既に当該工場又は事業場が特

定事業場であるとき、及びその者に適用されている地方公共団体の条例の規定で河川その他の公共の水

域又は海域に排除される汚水の水質につき第 1 項及び前項に規定する規制に相当するものがあるとき

(当該規定の違反行為に対する処罰規定がないときを除く。)は、この限りではない。 

 

（除害施設の設置等） 

第 12 条の 11 公共下水道管理者は、継続して次の各号に掲げる下水(第 12条の 2第 1項又は第 5項の

規定により公共下水道に排除してはならないこととされるものを除く。)を排除して公共下水道を使用

する者に対し、条例で、除害施設を設け、又は必要な措置をしなければならない旨を定めることがで

きる。 

(1) その水質が第12条の 2第 2項の政令で定める物質に関し政令で定める基準に適合しない下水 

(2) その水質(第 12条の 2第 2項の政令で定める物質に係るものを除く。)が政令で定める基準に従

い条例で定める基準に適合しない下水 

2 第 12条の 2第 4項の規定は、前項の条例について準用する。 

 

（排水設備等の検査） 

第 13条 公共下水道管理者は、公共下水道若しくは流域下水道の機能及び構造を保全し、又は公共下水

道からの放流水若しくは流域下水道からの放流水の水質を第 8条の技術上の基準に適合させるために

必要な限度において、その職員をして排水区域内の他人の土地又は建築物に立ち入り、排水設備、特

定施設、除害施設その他の物件を検査させることができる。ただし、人の住居に使用する建築物に立

ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

2 前項の規定により、検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 

3 第 1項の規定により立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

（損傷負担金） 

第 18条 公共下水道管理者は、公共下水道の施設を損傷した行為により必要を生じた公共下水道の施設

に関する工事に要する費用については、その必要を生じた限度において、その行為をした者にその全

部又は一部を負担させることができる。 

 

（工事負担金） 

第19条 公共下水道管理者は、政令で定めるところにより算出した量以上の下水を排除することができ

る排水設備が設けられることにより、公共下水道の改築を行うことが必要となったときは、その必要

を生じた限度において、当該工事に要する費用の一部を当該排水設備を設ける者に負担させることが

できる。 
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（使用料） 

第20条 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する者から使用料を徴収

することができる。 

２ 使用料は、次の原則によって定めなければならない。 

 (1) 下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。 

 (2) 能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。 

 (3) 定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

 (4) 特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。 

３ 公害防止事業費事業者負担法（昭和45年法律第133号）の規定に基づき事業者がその設置の費用の一

部を負担した公共下水道について当該事業者及びその他の事業者から徴収する使用料は、政令で定め

る基準に従い、当該事業者が同法の規定に基づいてした費用の負担を勘案して定めなければならない。 

 

（行為の制限等) 

第 24条 次に掲げる行為(政令で定める軽微な行為を除く。)をしようとする者は、条例で定めるところ

により、公共下水道管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項の変更(条例で定める軽

微な変更を除く。)をしようとするときも、同様とする。 

(1) 公共下水道の排水施設の開渠である構造の部分に固着し、若しくは突出し、又はこれを横断し、

若しくは縦断して施設又は工作物その他の物件を設けること（第 10条第 1項の規定により排水設

備を当該部分に固着して設ける場合を除く。)。 

(2) 公共下水道の排水施設の開渠である構造の部分の地下に施設又は工作物その他の物件を設ける

こと。 

(3) 公共下水道の排水施設の開渠である構造の部分に固着して排水施設を設けること(第 10 条第 1

項の規定により排水設備を設ける場合を除く。)。 

2 公共下水道管理者は、前項の許可の申請があった場合において、その申請に係る事項が必要やむを得

ないものであり、かつ、政令で定める技術上の基準に適合するものであるときは、これを許可しなけれ

ばならない。 

3 公共下水道管理者は、公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分には、排水施設を固着して設け

る場合、あらかじめ他の施設又は工作物その他の物件の管理者と協議して共用の暗渠を設ける場合及び

国、地方公共団体、電気通信事業法(昭和 59年法律第 86号)第 12条第 1項に規定する第一種電気通信

事業者その他政令で定める者が設置する電線その他公共下水道の管理上著しい支障を及ぼすおそれの

ないものとして政令で定めるものを固着し、若しくは突出し、又はこれを横断し、若しくは縦断して設

ける場合を除き、何人に対しても、いかなる施設又は工作物その他の物件も設けさせてはならない。 

 

（条例で規定する事項） 

第25条 この法律又はこの法律に基く命令で定めるもののほか、公共下水道の設置その他の管理に関し

必要な事項は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定める。 

 

（管  理） 

第26条 都市下水路の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県は、２以上の市町村が受益し、かつ、関係市町村のみでは管理

することが困難であると認められる場合においては、関係市町村と協議して、当該都市下水路の設置、

改築、修繕、維持その他の管理を行うことができる。この場合において、関係市町村が協議に応じよ

うとするときは、あらかじめその議会の議決を経なければならない。 

 

（指  定） 

第27条 前条の規定により都市下水路を管理する者（以下「都市下水路管理者」という。）は、下水道を

都市下水路として指定するときは、都市下水路となるべき下水道の区域を公示し、かつ、これを表示
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した図面を当該都市下水路管理者である地方公共団体の事務所において一般の縦覧に供しなければな

らない。公示した事項を変更するときも、同様とする。 

２ 都市下水路管理者は、前項の指定をしようとする場合において、当該指定に係る区域の全部又は一

部がかんがい排水施設の用を兼ねているときは、あらかじめ当該指定に関係のある土地改良区（土地

改良区の存しない地域にあっては、農業協同組合その他の水利関係団体）の意見をきかなければなら

ない。 

 

（改善命令等） 

第37条の２ 公共下水道管理者又は流域下水道管理者は、特定事業場から下水を排除して公共下水道又

は流域下水道（終末処理場を設置しているものに限る。）を使用する者が、その水質が当該公共下水道

又は流域下水道への排出口において第12条の２第１項（第25条の10において準用する場合を含む。）の

政令で定める基準又は第12条の２第３項（第25条の10において準用する場合を含む。）の規定による条

例で定める基準に適合しない下水を排除するおそれがあると認めるときは、その者に対し、期限を定

めて、特定施設の構造若しくは使用の方法若しくは特定施設から排出される汚水の処理の方法の改善

を命じ、又は特定施設の使用若しくは当該公共下水道若しくは流域下水道への下水の排除の停止を命

ずることができる。ただし、第12条の２第６項本文（第25条の10において準用する場合を含む｡）の規

定の適用を受ける者に対しては、この限りではない。 

 

（公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者の監督処分等） 

第38条 公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者は、次の各号の一に該当する者に

対し、この法律の規定によってした許可若しくは承認を取り消し、若しくはその条件を変更し、又は

行為若しくは工事の中止、変更その他の必要な措置を命ずることができる。 

 (1) この法律（第11条の３第１項の規定を除く｡）又はこの法律に基づく命令若しくは条例の規定に違

反している者 

 (2) この法律の規定による許可又は承認に附した条件に違反している者 

 (3) 偽りその他不正な手段により、この法律の規定による許可又は承認を受けた者 

２ 公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者は、次の各号の一に該当する場合にお

いては、この法律の規定による許可又は承認を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項

に規定する必要な措置を命ずることができる。 

 (1) 公共下水道、流域下水道又は都市下水路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

 (2) 公共下水道、流域下水道又は都市下水路の保全上又は一般の利用上著しい支障が生じた場合 

 (3) 前２号に掲げる場合のほか、公共下水道、流域下水道又は都市下水路の管理上の理由以外の理由

に基づく公益上やむを得ない必要が生じた場合 

３ 前２項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられ

るべき者を確知することができないときは、公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管

理者は、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この

場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わな

いときは、公共下水道管理者、流域下水道管理者若しくは都市下水路管理者又はその命じた者若しく

は委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公示しなければならない。 

４ 公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者は、第２項の規定による処分又は命令

により損失を受けた者に対し、通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

５ 第32条第９項及び第10項の規定は、前項の補償について準用する。 

６ 公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者は、第４項の規定による補償の原因と

なつた損失が第２項第３号の規定による処分又は命令によるものであるときは、当該補償金額を当該

理由を生じさせた者に負担させることができる。 

 

第45条 公共下水道、流域下水道又は都市下水路の施設を損壊し、その他公共下水道、流域下水道又は
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都市下水路の施設の機能に障害を与えて下水の排除を妨害した者は、５年以下の懲役又は50万円以下

の罰金に処する。 

２ みだりに公共下水道、流域下水道又は都市下水路の施設を操作し、よつて下水の排除を妨害した者

は、２年以下の懲役又は20万円以下の罰金に処する。 

 

第46条 第12条の５（第25条の10において準用する場合を含む｡）若しくは第37条の２の規定による公共

下水道管理者若しくは流域下水道管理者の命令又は第38条第１項若しくは第２項の規定による公共下

水道管理者、流域下水道管理者若しくは都市下水路管理者の命令に違反した者は、１年以下の懲役又

は50万円以下の罰金に処する。 

 

第46条の２ 第12条の２第１項又は第５項（第25条の10においてこれらの規定を準用する場合を含む｡）

の規定に違反した者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

２ 過去により前項の罪を犯した者は、３月以下の禁錮又は20万円以下の罰金に処する。 

 

第47条 第32条第７項の規定に違反して土地の立入り又は一時使用を拒み、又は妨げた者は、６月以下

の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

 

第47条の２ 第12条の３第１項又は第12条の４（第25条の10においてこれらの規定を準用する場合を含

む｡）の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、３月以下の懲役又は20万円以下の罰金に

処する。 

 

第48条 第11条の３第３項又は第４項の規定による命令に違反した者は、30万円以下の罰金に処する。 

 

第49条 次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。 

 (1) 第11条の２又は第12条の３第２項若しくは第３項(第25条の10においてこれらの規定を準用する

場合を含む。)の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 (2) 第12条の６第１項（第25条の10において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

 (3) 第12条の11（第25条の10にいて準用する場合を含む。）の規定による記録をせず、又は虚偽の記録

をした者 

 (4) 第13条第１項（第25条の10において準用する場合を含む。）の規定による検査を拒み、妨げ、又は

忌避した者 

 (5) 第39条の２の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

 

第50条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関して第46条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても、各本条の罰金刑を科する。 

 

第51条 第12条の７又は第12条の８第３項（第25条の10においてこれらの規定を準用する場合を含む。）

の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、５万円以下の過料に処する。 

 

下水道法施行令 

 

（排水設備の設置を要しない場合） 

第７条 法第10条第１項ただし書に規定する政令で定める場合は、鉱山保安法（昭和24年法律第70号）

第４条第２号の規定により坑水及び廃水の処理に伴う危害又は鉱害の防止のため必要な措置を講じな

ければならない場合とする。 
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（排水設備の設置及び構造の技術上の基準） 

第 8条 法第 10条第 3項に規定する政令で定める技術上の基準は、次のとおりとする。 

(1) 排水設備は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるところにより、公共下水道の

ますその他の排水施設又は他の排水設備に接続させること。 

(2) 排水設備は、堅固で耐久力を有する構造とすること。 

(3) 排水設備は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水を最少限度

のものとする措置が講ぜられていること。ただし、雨水を排除すべきものについては、多孔管その

他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとすることができる。 

(4) 分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備は、汚水と雨水とを分離して排除

する構造とすること。 

(5) 管渠の勾配は、やむを得ない場合を除き、100分の 1以上とすること。 

(6) 排水管の内径及び排水渠の断面積は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるとこ

ろにより、その排除すべき下水を支障なく流下させることができるものとすること。 

(7) 汚水(冷却の用に供した水その他の汚水で雨水と同程度以上に清浄であるものを除く。以下この

条において同じ。)を排除すべき排水渠は、暗渠とすること。ただし、製造業又はガス供給業の用

に供する建築物内においては、この限りではない。 

(8) 暗渠である構造の部分の次に掲げる箇所には、ます又はマンホールを設けること。 

  イ もっぱら雨水を排除すべき管渠の始まる箇所 

  ロ 下水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所。ただし、管渠の清掃に支障がないときは、

この限りでない。 

  ハ 管渠の長さがその内径又は内のり幅の 120倍をこえない範囲内において管渠の清掃上適当な箇

所 

(9) ます又はマンホールには、ふた(汚水を排除すべきます又はマンホールにあっては、密閉するこ

とができるふた)を設けること。 

(10) ますの底には、もっぱら雨水を排除すべきますにあっては深さが 15センチメートル以上のどろ

ためを、その他のますにあってはその接続する管渠の内径又は内のり幅に応じ相当の幅のインバ

ートを設けること。 

(11) 汚水を一時的に貯留する排水設備には、臭気の発散により生活環境の保全上支障が生じないよ

うにするための措置が講ぜられていること。 

 

（使用開始等の届出を要する下水の量又は水質） 

第８条の２ 法第11条の２第１項（法第25条の10において準用する場合を含む。）に規定する政令で定め

る量は、当該公共下水道又は当該流域下水道を使用しようとする者が最も多量の汚水を排除する１日

における当該汚水の量50立方メートル以上とし、法第11条の２第１項（法第25条の10において準用す

る場合を含む。）に規定する政令で定める水質は、次条第１項第４号に該当する水質又は第９条の８若

しくは第９条の９第１項第３号若しくは第６号若しくは第２項第１号、第２号（ただし書を除く。以

下この項において同じ。）若しくは第３号から第５号までに定める基準（法第12条の10第1項第２号（法

第25条の10において準用する場合を含む。）の規定により当該公共下水道又は当該流域下水道の管理者

が条例で第９条の９第２項第２号に掲げる基準より厳しい水質の基準を定めている場合にあっては、

当該厳しい基準）に適合しない水質とする。 

２ 水質汚濁防止法第３条第１項の規定による環境省令により、又は同条第３項の規定による条例その

他の条例により定められた窒素含有量又は燐含有量についての排水基準がその放流水について適用さ

れる公共下水道又は流域下水道に下水を排除して当該公共下水道又は当該流域下水道を使用しようと

する場合については、法第11条の２第１項（法第25条の10において準用する場合を含む｡）に規定する

政令で定める水質は、前項の規定による水質のほか、第９条の９第２項第６号又は第７号に掲げる項

目に関して同項第６号（ただし書を除く。）又は第７号（ただし書を除く。）に定める基準（法第12条

の10第１項第２号（法第25条の10において準用する場合を含む｡）の規定により当該公共下水道又は当
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該流域下水道の管理者が条例でこれらの基準より厳しい水質の基準を定めている場合にあっては、当

該厳しい基準）に適合しない水質とする。 

 

（公共下水道管理者の許可を要しない軽微な行為） 

第16条 法第24条第１項に規定する政令で定める軽微な行為は、次の各号に掲げるものを設ける行為で、

次条第１号ニ本文及びホ、第２号イ及びホ並びに第３号イ及びニの規定に適合するものとする。 

 (1) 内径が28ミリメートル以下の水道の給水管又はガスの導管 

 (2) 100ボルト以下の電圧で電気を伝送する電線 

 (3) 主として歩行者の通行の用に供する橋又は踏板で取りはずしの容易なもの 

 

（公共下水道に設ける施設又は工作物その他の物件に関する技術上の基準） 

第17条 法第24条第２項に規定する政令で定める技術上の基準は、次のとおりとする。 

 (1) 施設又は工作物その他の物件の位置は、次に掲げるところによること。 

  イ 分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水施設のうち、汚水を排除するものは

公共下水道の汚水を排除すべき排水施設に、雨水を排除するものは公共下水道の雨水を排除すべ

き排水施設に設けること。 

  ロ 公共下水道に汚水を流入させるために設ける排水施設は、公共下水道のます又はマンホール（合

流式の公共下水道のもっぱら雨水を排除すべきます及びマンホールを除く｡）の壁のできるだけ底

に近い箇所に設けること。 

  ハ 公共下水道にもっぱら雨水を流入させるために設ける排水施設は、公共下水道の排水渠の開渠

である構造の部分（以下この条において「開渠部分」という。）、ます又はマンホールの壁（ます

のどろための部分の壁を除く｡）に設けること。 

  ニ 公共下水道に下水を流入させるために設ける排水施設（以下この条において「流入施設」とい

う。）以外のものは、公共下水道の開渠部分の壁の上端より上に（当該部分を縦断するときは、そ

の上端から2.5メートル以上の高さに）、又は当該部分の地下に設けること。ただし、水道の給水

管又はガスの導管を当該部分の壁のできるだけ上端に近い箇所に設ける場合において、下水の排

除に支障を及ぼすおそれが少ないときは、この限りでない。 

  ホ 公共下水道の開渠部分の壁の上端から2.5メートル末満の高さに設けるものは、当該部分の清掃

に支障がない程度に他の物件と離れていること。 

 (2) 施設又は工作物その他の物件の構造は、次に掲げるところによること。 

  イ 堅固で耐久力を有するとともに、公共下水道の施設又は他の施設若しくは工作物その他の物件

の構造に支障を及ぼさないものであること。 

  ロ 分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水施設は、汚水と雨水とを分離して排

除する構造とすること。 

  ハ 流入施設及びその他の排水施設の公共下水道の開渠部分に突出し、又はこれを横断し、若しく

は縦断する部分は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐久性の材料で造り、かつ、漏水を最

少限度のものとする措置が講ぜられていること。 

  ニ 汚水（冷却の用に供した水その他の汚水で雨水と同程度以上に清浄であるものを除く｡）を排除

する流入施設は、排水区域内においては、暗渠とすること。ただし、鉱業の用に供する建築物内

においては、この限りでない。 

  ホ 流入施設、建築基準法第42条に規定する道路、鉄道、軌道及び専ら道路運送車両法（昭和26年

法律第l85号）第２条に規定する自動車又は軽車両の交通の用に供する通路以外のもので、公共下

水道の開渠部分の壁の上端から2.5メートル未満の高さで当該部分に突出し、又はこれを横断する

ものの幅は、1.5メートルを超えないこと。 

 (3) 工事の実施方法は、次に掲げるところによること。 

  イ 公共下水道の管渠を一時閉じふさぐ必要があるときは、下水が外にあふれ出るおそれがない時

期及び方法を選ぶこと。 
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  ロ 流入施設は、公共下水道の開渠部分、ます又はマンホールの壁から突出させないで設けるとと

もに、その設けた箇所からの漏水を防止する措置を講ずること。 

  ハ 水道の給水管又はガスの導管を公共下水道の開渠部分の壁に設けるときは、その設けた箇所か

らの漏水を防止する措置を講ずること。 

  ニ その他公共下水道の施設又は他の施設若しくは工作物その他の物件の構造又は機能に支障を及

ぼすおそれがないこと。 

 (4) 流入施設から公共下水道に排除される下水の量は、その公共下水道の計画下水量の下水の排除に

支障を及ぼさないものであること。 

 (5) 下水以外の物を公共下水道に入れるために設ける施設でないこと。 

 (6) 法第12条第１項又は法第12条の10第１項の規定による条例の規定により除害施設を設けなければ

ならないときは、当該施設を設けること。 

 

広島市下水道条例 

 

（排水設備の設置） 

第 5条 義務者は、公共下水道の供用が開始された日から 1年以内に排水設備を設置しなければならな

い。ただし、市長は、特別の理由があると認めた場合は、その期間を延長することができる。 

 

（排水設備の接続等） 

第 6条 下水を公共下水道に流入させるために排水設備の新設、増設又は改築(以下｢新設等｣という。)

を行なおうとする者は、次の各号に定めるところによりこれを行なわなければならない。 

(1) 合流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備は、公共下水道の排水施設(法第

11 条第 1 項の規定により、又は同項の規定に該当しない場合に所有者の承諾を得て、他人の排水

設備により下水を排除する場合における当該他人の排水設備を含む。以下この条において同じ。)

に固着させること。 

 (2) 分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備は、汚水を排除すべき排水設備に

あっては公共下水道の排水施設で汚水を排除すべきものに、雨水を排除すべき排水設備にあっては

公共下水道の排水施設で雨水を排除すべきものに固着させること。 

 (3) 排水設備を公共下水道の排水施設に固着させるときは、当該排水施設の機能を妨げ、又は当該排

水施設を損傷するおそれのない箇所及び工事の実施方法で規則の定めるものによること。 

 (4) 汚水のみを排除すべき排水管の内径は、市長が特別の理由があると認めた場合を除き、次の表に

定めるところによるものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下能力のあるものとすること。ただし、一の建築物から排

除される汚水の一部を排除すべき排水管で延長が 3 メートル以下のものの内径は、75 ミリメート

ル以上とすることができる。 

 

排  水  人  口 排 水 管 の 内 径 

 150人未満  100ミリメートル以上 

 150人以上  300人未満  150ミリメートル以上 

 300人以上  200ミリメートル以上 
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 (5) 雨水又は雨水を含む下水を排除すべき排水管の内径は、市長が特別の理由があると認めた場合を

除き、次の表に定めるところによるものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下能力のあるものとすること。ただし、一

の敷地から排除される雨水又は雨水を含む下水の一部を排除すべき排水管で延長が 3 メートル以

下のものの内径は、75ミリメートル以上とすることができる。 

 

排   水   面   積 排 水 管 の 内 径 

 200平方メートル未満  100ミリメートル以上 

 200平方メートル以上600平方メートル未満  150ミリメートル以上 

 600平方メートル以上  200ミリメートル以上 

 

（排水設備の計画の確認） 

第 7条 下水を公共下水道に流入させるための排水設備の新設等を行おうとする者は、あらかじめ、そ

の計画が排水設備の設置及び構造に関する法令並びにこの条例及びこれに基づく規則の規定に適合す

るものであることについて、規則で定めるところにより申請し、その確認を受けなければならない。

ただし、本市が排水設備の新設等を行おうとするときは、この限りでない。 

2 前項の規定により確認を受けた事項を変更しようとする者は、あらかじめ、変更しようとする事項に

ついて、文章により届け出て、市長の承認を受けなければならない。ただし、排水設備の構造に影響を

及ぼすおそれのない変更にあっては、事前にその旨を市長に届け出ることをもって足りる。 

 

（排水設備の工事の施行） 

第 8条 下水を公共下水道に流入させるための排水設備の新設等の工事は、規則で定めるところにより

市長が指定する業者でなければ施行してはならない。ただし、本市が施行する工事については、この

限りでない。 

2 前項の業者は、次に掲げる要件を備えた者でなければならない。 

(1) 排水設備の工事に関し技能を有する者として規則で定める者を専属に有すること。 

(2) その他規則で定める要件 

 

（排水設備の工事の検査） 

第 9条 排水設備の新設等を行った者は、その工事の完了したときは、工事の完了した日から 5日以内

にその旨を市長に届け出て、その工事が排水設備の設置及び構造に関する法令並びにこの条例及びこ

れに基づく規則の規定に適合するものであることについて、市長の指定する職員の検査を受けなけれ

ばならない。ただし、本市が施行した工事については、この限りでない。 

 

広島市下水道条例施行規則 

 

（排水設備の設置及び構造に関する基準） 

第 5条 排水設備の設置及び構造は、法令、条例及び前条に定めるもののほか、次の各号に定めるとこ

ろによるものとする。ただし、特別の理由があるときは、市長の承認を得て、これによらないことが

できる。 

(1) 屋内の排水管の内径は、次のとおりとすること。 

  ア 小便器、手洗器及び洗面器に固着する排水管の内径 50ミリメートル以上 

  イ 流し台及び家庭用の浴槽に固着する排水管の内径 75ミリメートル以上 
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  ウ 大便器に固着する排水管の内径 100ミリメートル以上 

(2) 排水管の土かぶりは、私道内にあっては 50センチメートル以上とし、宅地内にあっては20セン

チメートル以上とすること。 

(3) ますは、排水管渠の内径及び深度に応じた大きさにすること。 

(4) 附帯設備を設置しようとするときは、次のとおりとし、当該附帯設備の清掃及び検査に支障のな

いようにすること。 

  ア 汚水流出口には、固形物の流下を有効に防止するためのごみよけ装置を設けること。 

  イ 油脂類を流出する箇所には、油脂類の流下を有効に防止するための油脂しゃ断装置を設けるこ

と。 

  ウ 地下室その他水の自然流下が十分でない場所には、ポンプ施設を設けること。 

  エ 排水管渠のうち市長の指定する箇所には、防臭装置を設けること。 

 

（排水設備の計画の確認申請等） 

第 6条 条例第 7条第 1項の規定により排水設備の新設、増設又は改築(以下｢新設等｣という。)の計画

の確認を受けようとする者は、所定の申請書に次の各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 附近見取図 

(2) 平面図 

(3) 地下 1階以上又は地上 3階以上の建物の排水設備の新設等を行おうとするときは、縦断面図、構

造図及び配管立図 

2 条例第 7条第 2項本文（条例第 32条（条例第34条において準用する場合を含む。）及び第43条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による届出は、所定の届出書により行わなければならない。 

 

（検査員） 

第 7条 条例第 8条及び条例第 13条の 4第 2項に規定する市長の指定する職員(以下｢検査員｣という。)

は、下水道局管理部管理課、安佐南区役所農林建設部下水道課、安佐北区役所農林建設部下水道課、

安芸区役所農林建設部土木課又は佐伯区役所農林建設部下水道課に所属する職員のうち技術吏員であ

る者とする。ただし、市長は、必要と認めるときは、その他の職員を指定することがある。 

 

建築基準法 

 

（敷地の衛生及び安全） 

第 19条 建築物の敷地は、これに接する道の境より高くなければならず、建築物の地盤面は、これに接

する周囲の土地より高くなければならない。ただし、敷地内の排水に支障がない場合又は建築物の用

途により防湿の必要がない場合においては、この限りでない。 

2 湿潤な土地、出水のおそれの多い土地又はごみその他これに類する物で埋め立てられた土地に建築物

を建築する場合においては、盛土、地盤の改良その他衛生上又は安全上必要な措置を講じなければなら

ない。 

3 建築物の敷地には、雨水及び汚水を排出し、又は処理するための適当な下水管、下水溝又はためます

その他これらに類する施設をしなければならない。 

4 建築物ががけ崩れ等による被害を受けるおそれのある場合においては、擁壁の設置その他安全上適当

な措置を講じなければならない。 

 

（便  所） 

第 31条 下水道法(昭和 33年法律第 79号)第 2条第 8号に規定する処理区域内においては、便所は、水

洗便所(汚水管が下水道法第 2条第 3号に規定する公共下水道に連結されたものに限る。)以外の便所

としてはならない。 
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2 便所から排出する汚物を下水道法第2条第6号に規定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流

しようとする場合においては、屎尿浄化槽(その構造が汚物処理性能(当該汚物を衛生上支障がないよう

に処理するために屎尿浄化槽に必要とされる性能をいう。)に関して、政令で定める技術的基準に適合

するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものに限

る。)を設けなければならない。 

 

（地方公共団体の条例による制限の附加） 

第 40条 地方公共団体は、その地方の気候若しくは風土の特殊性又は特殊建築物の用途若しくは規模に

因り、この章の規定又はこれに基く命令の規定のみによっては建築物の安全、防火又は衛生の目的を

充分に達し難いと認める場合においては、条例で、建築物の敷地、構造又は建築設備に関して安全上、

防火上又は衛生上必要な制限を附加することができる。 

 

建築基準法施行令 

 

（給水、排水その他の配管設備の設置及び構造） 

第 129 条の 2 の 5 建築物に設ける給水、排水その他の配管設備の設置及び構造は、次に定めるところ

によらなければならない。 

(1) コンクリートへの埋設等により腐食するおそれのある部分には、その材質に応じ有効な腐食防止

のための措置を講じること。 

(2) 構造耐力上主要な部分を貫通して配管する場合においては、建築物の構造耐力上支障を生じない

ようにすること。 

(3) 第 129条の 3第 1項第 1号又は第 3号に掲げる昇降機の昇降路内に設けないこと。ただし、地震

時においても昇降機のかご（人又は物を乗せ昇降する部分をいう。以下同じ。）の昇降、かご及び

出入り口の戸の開閉その他の昇降機の機能並びに配管設備の機能に支障が生じないものとして、国

土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの及び国土交通大臣の認定を受けたものは、この限りでな

い。 

(4) 圧力タンク及び給湯設備には、有効な安全装置を設けること。 

(5) 水質、温度その他の特性に応じて安全上、防火上及び衛生上支障のない構造にすること。 

(6) 地階を除く階数が 3以上である建築物、地階に居室を有する建築物又は延べ面積が 3,000平方メ

ートルを越える建築物に設ける換気、暖房又は冷房の設備の風道及びダストシュート、メールシュ

ート、リネンシュートその他これらに類するもの(屋外に面する部分その他防火上支障がないもの

として国土交通大臣が定める部分を除く。)は、不燃材料で造ること。 

(7) 給水管、配電管その他の管が、第 112条第 15項の準耐火構造の防火区画、第 113条第 1項の防

火壁、第 114条第 1項の界壁、同条第 2項の間仕切壁又は同条第 3項若しくは第 4項の隔壁(以下

この号において｢防火区画等｣という。)を貫通する場合においては、これらの管の構造は、次のイ

からハまでのいずれかに適合するものとすること。ただし、第115条の 2の 2第 1項第 1号に掲げ

る基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で建築物の他の部分と区画された

パイプシャフト、パイプダクトその他これらに類するものの中にある部分については、この限りで

ない。 

イ 給水管、配電管その他の管の貫通する部分及び当該貫通する部分からそれぞれ両側に 1メートル

以内の距離にある部分を不燃材料で造ること。 

ロ 給水管、配電管その他の管の外径が、当該管の用途、材質その他の事項に応じて国土交通大臣が

定める数値未満であること。 

ハ 防火区画等を貫通する管に通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間(第

112 条第 1項から第 4項まで、同条第 5項(同条第 6項の規定により床面積の合計 200 ㎡以内ごと

に区画する場合又は同条第7項の規定により床面積の合計500㎡以内ごとに区画する場合に限る。)、

同条第 8項(同条第 6項の規定により床面積の合計 200㎡以内ごとに区画する場合又は同条第 7項
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の規定により床面積の合計 500㎡以内ごとに区画する場合に限る。)若しくは同条第 13項の規定に

よる準耐火構造の床若しくは壁又は第113条第 1項の防火壁にあっては1時間、第114条第 1項の

界壁、同条第2項の間仕切壁又は同条第 3項若しくは第 4項の隔壁にあっては 45分間)防火区画等

の加熱側の反対側に火炎を出す原因となるき裂その他の損傷を生じないものとして、国土交通大臣

の認定を受けたものであること。 

(8) 3階以上の階を共同住宅の用途に供する建築物の住戸に設けるガスの配管設備は、国土交通大臣

が安全を確保するために必要があると認めて定める基準によること。 

2 建築物に設ける飲料水の配管設備(水道法第 3条第 9項に規定する給水装置に該当する配管設備を除

く。)の設置及び構造は、前項の規定によるほか、次に定めるところによらなければならない。 

(1) 飲料水の配管設備(これと給水系統を同じくする配管設備を含む。この号から第 3号までにおい

て同じ。)とその他の配管設備とは、直接連結させないこと。 

(2) 水槽、流しその他水を入れ、又は受ける設備に給水する飲料水の配管設備の水栓の開口部にあっ

ては、これらの設備のあふれ面と水栓の開口部との垂直距離を適当に保つ等有効な水の逆流防止の

ための措置を講じること。 

(3) 飲料水の配管設備の構造は、次に掲げる基準に適合するものとして、国土交通大臣が定めた構造

方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものであること。 

  イ 当該配管設備から漏水しないものであること。 

  ロ 当該配管設備から溶出する物質によって汚染されないものであること。 

 (4) 給水管の凍結による破壊のおそれのある部分には、有効な防凍のための措置を講ずること。 

 (5) 給水タンク及び貯水タンクは、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造とし、金属性のも

のにあっては、衛生上支障のないように有効なさび止めのための措置を講ずること。 

 (6) 前各号に定めるもののほか、安全上及び衛生上支障のないものとして国土交通大臣が定めた構造

方法を用いるものであること。 

3 建築物に設ける排水のための配管設備の設置及び構造は、第 1項の規定によるほか、次に定めるとこ

ろによらなければならない。 

(1) 排出すべき雨水又は汚水の量及び水質に応じ有効な容量、傾斜及び材質を有すること。 

(2) 配管設備には、排水トラップ、通気管等を設置する等衛生上必要な措置を講ずること。 

(3) 配管設備の末端は、公共下水道、都市下水路その他の排水施設に排水上有効に連結すること。 

(4) 汚水に接する部分は、不浸透質の耐水材料で造ること。 

(5) 前各号に定めるもののほか、安全上及び衛生上支障のないものとして国土交通大臣が定めた構造

方法を用いるものであること。 

 

建築物に設ける飲料水の配管設備及び排水のための配管設備の構造方法を定める件 

 

 建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第 129条の2の 5第 2項第6号及び第3項第5号の規定に

基づき、建築物に設ける飲料水の配管設備及び排水のための配管設備を安全上及び衛生上支障のない構

造とするための構造方法を次のように定める。 

第 1 飲料水の配管設備の構造は、次に定めるところによらなければならない。 

 1 給水管 

  イ ウォーターハンマーが生ずるおそれがある場合においては、エアチャンバーを設ける等有効な

ウォーターハンマー防止のための措置を講ずること。 

  ロ 給水立て主管からの各階への分岐管等主要な分岐管には、分岐点に近接した部分で、かつ、操

作を容易に行うことができる部分に止水弁を設けること。 

 2 給水タンク及び貯水タンク 

  イ 建築物の内部、屋上又は最下階の床下に設ける場合においては、次に定めるところによること。 

  (1) 外部から給水タンク又は貯水タンク(以下「給水タンク等」という。)の天井、底又は周壁の保

守点検を容易かつ安全に行うことができるように設けること。 
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  (2) 給水タンク等の天井、底又は周壁は、建築物の他の部分と兼用しないこと。 

  (3) 内部には、飲料水の配管設備以外の配管設備を設けないこと。 

  (4) 内部の保守点検を容易かつ安全に行うことができる位置に、次に定める構造としたマンホール

を設けること。ただし、給水タンク等の天井がふたを兼ねる場合においては、この限りでない。 

   ① 内部が常時加圧される構造の給水タンク等(以下「圧力タンク等」という。)に設ける場合を

除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らないように有効に立ち上げること。 

   ② 直径 60cm以上の円が内接することができるものとすること。ただし、外部から内部の保守点

検を容易かつ安全に行うことができる小規模な給水タンク等にあっては、この限りでない。 

  (5) (4)のほか、水抜管を設ける等内部の保守点検を容易に行うことができる構造とすること。 

(6) 圧力タンク等を除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造のオーバーフロー管を有

効に設けること。 

  (7) 最下階の床下その他浸水によりオーバーフロー管から水が逆流するおそれのある場所に給水

タンク等を設置する場合にあっては、浸水を容易に覚知することができるよう浸水を検知し警報

する装置の設置その他の措置を講じること。 

  (8) 圧力タンク等を除き、ほこりその他衛生上有害なものが入らない構造の通気のための装置を有

効に設けること。ただし、有効容量が 2㎥未満の給水タンク等については、この限りでない。 

  (9) 給水タンク等の上にポンプ、ボイラー、空気調和機等の機器を設ける場合においては、飲料水

を汚染することのないように衛生上必要な措置を講ずること。 

  ロ イの場所以外の場所に設ける場合においては、次に定めるところによること。 

(1) 給水タンク等の底が地盤面下にあり、かつ、当該給水タンク等からくみ取便所の便槽、し尿浄

化槽、排水管(給水タンク等の水抜管又はオーバーフロー管に接続する排水管を除く。)、ガソリ

ンタンクその他衛生上有害な物の貯溜又は処理に供する施設までの水平距離が 5m未満である場

合においては、イの(1)及び(3)から(8)までに定めるところによること。 

  (2) (1)の場合以外の場合においては、イの(3)から(8)までに定めるところによること。 

第 2 排水のための配管設備の構造は、次に定めるところによらなければならない。 

1 排水管 

イ 掃除口を設ける等保守点検を容易に行うことができる構造とすること。 

ロ 次に掲げる管に直接連結しないこと。 

(1) 冷蔵庫、水飲器その他これらに類する機器の排水管 

(2) 減菌器、消毒器その他これらに類する機器の排水管 

(3) 給水ポンプ、空気調和機その他これらに類する機器の排水管 

(4) 給水タンク等の水抜管及びオーバーフロー管 

  ハ 雨水排水立て管は、汚水排水管若しくは通気管と兼用し、又はこれらの管に連結しないこと。 

2 排水槽(排水を一時的に滞留させるための槽をいう。以下この号において同じ。) 

イ 通気のための装置以外の部分から臭気が洩れない構造とすること。 

ロ 内部の保守点検を容易かつ安全に行うことができる位置にマンホール(直径 60㎝以上の円が内

接することができるものに限る。)を設けること。ただし、外部から内部の保守点検を容易かつ安

全に行うことができる小規模な排水槽にあっては、この限りでない。 

ハ 排水槽の底に吸い込みピットを設ける等保守点検がしやすい構造とすること。 

ニ 排水槽の底の勾配は、吸い込みピットに向かって 15分の 1以上 10分の 1以下とする等内部の

保守点検を容易かつ安全に行うことができる構造とすること。 

ホ 通気のための装置を設け、かつ、当該装置は、直接外気に衛生上有効に開放すること。 

3 排水トラップ 

イ 雨水排水管(雨水排水立て管を除く。)を汚水排水のための配管設備に連結する場合においては、

当該雨水排水管に排水トラップを設けること。 

ロ 二重トラップとならないように設けること。 

ハ 排水管内の臭気、衛生害虫等の移動を有効に防止することができる構造とすること。 
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ニ 汚水に含まれる汚物等が付着し、又は沈殿しない構造とすること。ただし、阻集器を兼ねる排

水トラップについては、この限りでない。 

ホ 封水深は、5㎝以上10㎝以下(阻集器を兼ねる排水トラップについては5ｃｍ以上)とすること。 

ヘ 容易に掃除ができる構造とすること。 

 

4 阻集器 

イ 汚水が油脂、ガソリン、土砂その他排水のための配管設備の機能を著しく妨げ、又は排水のた

めの配管設備を損傷するおそれがある物を含む場合においては、有効な位置に阻集器を設けるこ

と。 

ロ 汚水から油脂、ガソリン、土砂等を有効に分離することができる構造とすること。 

ハ 容易に掃除ができる構造とすること。 

5 通気管 

イ 排水トラップの封水部に加わる排水管内の圧力と大気圧との差によって排水トラップが破封し

ないように有効に設けること。 

ロ 汚水の流入により通気が妨げられないようにすること。 

ハ 直接外気に衛生上有効に開放すること。ただし、配管内の空気が屋内に漏れることを防止する

装置が設けられている場合にあっては、この限りでない。 

 6 排水再利用配管設備(公共下水道、都市下水路その他の排水施設に排水する前に排水を再利用する

ために用いる排水のための配管設備をいう。以下この号において同じ。) 

  イ 他の配管設備(排水再利用設備その他これに類する配管設備を除く。)と兼用しないこと。 

  ロ 排水再利用水の配管設備であることを示す表示を見やすい方法で水栓及び配管にするか、又は

他の配管設備と容易に判別できる色とすること。 

  ハ 洗面器、手洗器その他誤飲、誤用のおそれのある衛生器具に連結しないこと。 

  ニ 水栓に排水再利用水であることを示す表示をすること。 

  ホ 塩素消毒その他これに類する措置を講ずること。 

第 3 適用の特例 

建築基準法(昭和 25年法律第 201号)別表第 1①欄に掲げる用途以外の用途に供する建築物で、階

数が 2以下で、かつ、延べ面積が 500㎡以下のものに設ける飲料水の配管設備及び排水のための配

管設備については、第1(第 1号ロを除く。)並びに第 2第 3号イ及び第 4号の規定は、適用しない。

ただし、2 以上の建築物(延べ面積の合計が 500 ㎡以下である場合を除く。)に対して飲料水を供給

するための給水タンク等又は有効容量が５㎥を超える給水タンク等については、第 1第 2号の規定

の適用があるものとする。 

 

水道法 

 

（用語の定義） 

第 3条 この法律において｢水道｣とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水とし

て供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。 

                   (略) 

9 この法律において｢給水装置｣とは、需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管から分

岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

10 (略) 

11 この法律において｢給水装置工事｣とは、給水装置の装置又は変更の工事をいう。 

                   (略) 
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建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

 

（目  的） 

第 1条 この法律は、多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理に関し環境衛生上必要な事項

等を定めることにより、その建築物における衛生的な環境の確保を図り、もって公衆衛生の向上及び

増進に資することを目的とする。 

 

 

（定  義） 

第 2条 この法律において「特定建築物」とは、興行場、百貨店、店舗、事務所、学校、共同住宅等の

用に供される相当程度の規模を有する建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第 2条第 1号に

掲げる建築物をいう。以下同じ。）で、多数の者が使用し、又は利用し、かつ、その維持管理について

環境衛生上特に配慮が必要なものとして政令で定めるものをいう。 

2 前項の政令においては、建築物の用途、延べ面積等により特定建築物を定めるものとする。 

 

（保健所の業務） 

第 3条 保健所は、この法律の施行に関し、次の業務を行うものとする。 

（1）多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理について、環境衛生上の正しい知識の普及を図

ること。 

（2）多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管理について、環境衛生上の相談に応じ、及び環境

衛生上必要な指導を行うこと。 

 

（建築物環境衛生管理基準） 

第 4条 特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該特定建築物の維持管理について権原を有するも

のは、政令で定める基準(以下｢建築物環境衛生管理基準｣という。)に従って当該特定建築物の維持管理

をしなければならない。 

2 建築物環境衛生管理基準は、空気環境の調整、給水及び排水の管理、清掃、ねずみ、こん虫等の防除

その他環境衛生上良好な状態を維持するのに必要な措置について定めるものとする。 

3 特定建築物以外の建築物で多数の者が使用し、又は利用するものの所有者、占有者その他の者で当該

建築物の維持管理について権原を有するものは、建築物環境衛生管理基準に従って当該建築物の維持管

理をするように努めなければならない。 

 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令 

 

（特定建築物） 

第 1条 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（以下「法」という。）第 2条第 1項の政令で定

める建築物は、次の各号に掲げる用途に供される部分の延べ面積（建築基準法施行令（昭和 25年政令

第 338号）第 2条第 1項第 3号に規定する床面積の合計をいう。以下同じ。）が 3，000平方メートル

以上の建築物及びもっぱら学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 1条に規定する学校の用途に供さ

れる建築物で延べ面積が 8，000平方メートル以上のものとする。 

（1）興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術館又は遊技場 

（2）店舗又は事務所 

（3）学校教育法第1条に規定する学校以外の学校（研修所を含む。） 

（4）旅館 

 

（建築物環境衛生管理基準） 

第 2条 法第 4条第 1項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 
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（1）空気環境の調整は、次に掲げるところによること。 

 イ 空気調和設備（空気を浄化し、その温度、湿度及び流量を調節して供給（排出を含む。以下この

号において同じ。）をすることができる設備をいう。）を設けている場合は、厚生労働省令で定める

ところにより、居室における次の表の各号の左欄に掲げる事項がおおむね当該各号の右欄に掲げる

基準に適合するように空気を浄化し、その温度、湿度又は流量を調節して供給すること。 

 

 

 

 

1 浮 遊 粉 じ ん の 量 空気 1㎥につき 0．15ミリグラム以下 

2 一酸化炭素の含有率 
100万分の 10（厚生労働省令で定める特別の事情がある 

建築物にあっては、厚生労働省令で定める数値）以下 

3 炭 素 ガ ス の 含 有 率 100万分の 1，000以下 

4 

 

温       度 

 

1．17度以上 28度以下 

2．居室における温度を外気の温度より低くする場合は、 

  その差を著しくしないこと 

5 相  対  湿  度 40％以上 70％以下 

6 気        流 0．5m毎秒以下 

7 ホルムアルデヒドの量 空気 1㎥につき 0.1ミリグラム以下 

 

 ロ 機械換気設備（空気を浄化し、その流量を調節して供給することができる設備をいう。）を設けて

いる場合は、厚生労働省令で定めるところにより、居室におけるイの表の第 1号から第 3号まで、

第 6号及び第 7号の右欄に掲げる事項がおおむね当該各号の左欄に掲げる基準に適合するように空

気を浄化し、その流量を調節して供給をすること。 

 ハ イの表の各号の右欄に掲げる基準を適用する場合における当該各号の左欄に掲げる事項について

の測定の方法は、厚生労働省令で定めるところによること。 

 ニ 空気調和設備を設けている場合は、厚生労働省令で定めるところにより、病原体によって居室の

内部の空気が汚染されることを防止するための措置を講ずること。 

（2）給水及び排水の管理は、次に掲げるところによること。 

 イ 給水に関する設備（水道法（昭和 32年法律第 177号）第 3条第 9項に規定する給水装置を除く。

ロにおいて同じ。）を設けて人の飲用その他の厚生労働省令で定める目的のために水を供給する場合

は、厚生労働省令で定めるところにより、同法第4条の規定による水質基準に適合する水を供給す

ること。 

 ロ 給水に関する設備を設けてイに規定する目的以外の目的のために水を供給する場合は、厚生労働

省令で定めるところにより、人の健康に係る被害が生ずることを防止するための措置を講ずること。 

ハ 排水に関する設備の正常な機能が阻害されることにより汚水の漏出等が生じないように、当該設

備の補修及び掃除を行うこと。 

（3）清掃及びねずみその他の厚生労働省令で定める動物（ロにおいて「ねずみ等」という。）の防除は、 

  次に掲げるところによること。 

 イ 厚生労働省令で定めるところにより、掃除を行い、廃棄物を処理すること。 

 ロ 厚生労働省令で定めるところにより、ねずみ等の発生及び侵入の防止並びに駆除を行うこと。 

 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則 

 

（給水に関する衛生上必要な措置等） 

第 4条 特定建築物維持管理権原者は、令第 2条第 2号イの規定により飲料水を供給する場合は、次の

各号に掲げる措置を講じなければならない。 
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（1）給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有率を百万分の 0．1（結合残留塩素の場合は、百

万分の 0.4）以上に保持するようにすること。ただし、供給する水が病原生物に著しく汚染されるお

それがある場合又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に含むお

それがある場合の給水栓における水に含まれる遊離残留塩素の含有率は、百万分の 0．2（結合残留

塩素の場合は、百万分の 1．5）以上とすること。 

（2）貯水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するため必要な措置 

（3）水道法（昭和 32年法律第 177号）第 3条第 2項に規定する水道事業の用に供する水道又は同条第

6項に規定する専用水道から供給を受ける水のみを水源として飲料水を供給する場合は、当該飲料水

の水質検査を次に掲げるところにより行うこと。 

 イ 水質基準に関する省令（平成 4年厚生省令第 69号。以下「水質基準省令」という。）の表中 1の

項、2の項、6の項、10 の項、30の項から 32の項までの項、35の項、37の項及び 41の項から 46

の項までの項の上欄に掲げる事項について、6月以内ごとに 1回、定期に、行うこと。 

 ロ 水質基準省令の表中 21 の項から 25 の項までの項の上欄に掲げる事項について、毎年、6月 1 日

から 9月 30日までの間に1回、行うこと。 

（4）地下水その他の前号に掲げる水以外の水を水源の全部又は一部として飲料水を供給する場合は、当

該飲料水の水質検査を次に掲げるところにより行うこと。 

 イ 給水を開始する前に、水質基準省令の表の上欄に掲げるすべての事項について行うこと。 

 ロ 水質基準省令の表中 1の項、2の項、6の項、10 の項、30 の項から 32 の項までの項、35 の項、

37の項及び 41の項から 46の項までの項の上欄に掲げる事項について、6月以内ごとに 1回、定期

に、行うこと。 

 ハ 水質基準省令の表中 21 の項から 25 の項までの項の上欄に掲げる事項について、毎年、6月 1 日

から 9月 30日までの間に1回、行うこと。 

 ニ 水質基準省令の表中 12 の項から 20 の項までの項、39 の項及び 40 の項の上欄に掲げる事項につ

いて、3年以内ごとに 1回、定期に、行うこと。 

（5）給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認めたときは、水

質基準省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

（6）第 4号に掲げる場合においては、特定建築物の周辺の井戸等における水質の変化その他の事情から

判断して、当該飲料水について水質基準省令の表の上欄に掲げる事項が同表の中欄に掲げる基準に適

合しないおそれがあるときは、同表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

（7）供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水を停止し、かつ、そ

の水を使用することが危険である旨を関係者に周知させること。 

2 特定建築物維持管理権原者は、前項第 1 号の遊離残留塩素の検査及び貯水槽の掃除を、それぞれ 7

日以内、1年以内ごとに 1回、定期に、行わなければならない。 

3 特定建築物維持管理権原者は、貯水槽その他給水に関する設備を設けて飲料水を供給する場合は、令

第 2条第 2号イに定める基準に適合する水を供給するため、厚生労働大臣が別に定める技術上の基準に

従い、これらの設備の維持管理に努めなければならない。 

 

（排水に関する設備の掃除等） 

第 4 条の 3 特定建築物の所有者、占有者その他の者で当該建築物の維持管理について権原を有するも

の（次項において「特定建築物維持管理権原者」という。）は、排水に関する設備の掃除を、6月以内

ごとに 1回、定期に、行わなければならない。 

2 特定建築物維持管理権原者は、厚生労働大臣が別に定める技術上の基準に従い、排水に関する設備の

補修、掃除その他当該設備の維持管理に努めなければならない。 

 

消防法施行規則 

 

第 17 条 防火対象物の道路の用に供される部分又は駐車の用に供される部分に設置する水噴霧消火設
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備の噴霧ヘッドの個数及び配置は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

1～3 (省略) 

4 道路の用に供される部分に設ける排水設備は、次の各号に定めるところにより設けなければならない。 

(1) 道路には、排水溝に向かって有効に排水できる勾配をつけること。 

(2) 道路の中央又は路端には、排水溝を設けること。 

(3) 排水溝は、長さ40m以内ごとに 1個の集水管を設け、消火ピットに連結すること。 

(4) 消火ピットは、油分離装置付とし、火災危険の少ない場所に設けること。 

(5) 排水溝及び集水管は、加圧送水装置の最大能力の水量を有効に排水できる大きさ及び勾配を有す

ること。 

5 駐車の用に供される部分に設ける排水設備は、次の各号に定めるところにより設けなければならない。 

(1) 車両が駐車する場所の床面には、排水溝に向かって 2/100以上の勾配をつけること。 

(2) 車両が駐車する場所には、車路に接する部分を除き、高さ 10㎝以上の区画境界堤を設けること。 

(3) 消火ピットは、油分離装置付とし、火災危険の少ない場所に設けること。 

(4) 車路の中央又は両側には、排水溝を設けること。 

(5) 排水溝は、長さ40m以内ごとに 1個の集水管を設け、消火ピットに連結すること。 

(6) 排水溝及び集水管は、加圧送水装置の最大能力の水量を有効に排水できる大きさ及び勾配を有す

ること。 

6 (省略) 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 

（目  的） 

第 1条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処

分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図

ることを目的とする。 

 

（定  義） 

第 2条 この法律において｢廃棄物｣とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃ア

ルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの(放射性物質及びこれに

よって汚染された物を除く。)をいう。 

2 この法律において｢一般廃棄物｣とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

3 この法律において｢特別管理一般廃棄物｣とは、一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人

の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政令で定めるものをい

う。 

4 この法律において｢産業廃棄物｣とは、次に掲げる廃棄物をいう。 

(1) 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチッ

ク類その他政令で定める廃棄物 

(2) 輸入された廃棄物(前号に掲げる廃棄物、船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物(政令で定め

ものに限る。第15条の 4の 4第 1項において｢航行廃棄物｣という。)並びに本邦に入国する者が携

帯する廃棄物(法令で定めるものに限る。同項において｢携帯廃棄物｣という。)を除く。) 

5 この法律において｢特別管理産業廃棄物｣とは、産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人

の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政令で定めるものをい

う。 

6 この法律において「電子情報処理組織」とは、第 13条の 2第 1項に規定する情報処理センターの使

用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と、第12条の 3第 1項に規定する事業者、同条

第二項に規定する運搬受託者及び同条第三項に規定する処分受託者の使用に係る入出力装置とを電気

通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 
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（国民の責務） 

第 2 条の 3 国民は、廃棄物の排出を抑制し、再生品の使用等により廃棄物の再生利用を図り、廃棄物

を分別して排出し、その生じた廃棄物をなるべく自ら処分すること等により、廃棄物の減量その他そ

の適正な処理に関し国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

 

（事業者の責務） 

第 3条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければな

らない。 

2 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことによりその減量に努めるとと

もに、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合における処理の困難

性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、

その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報を提供すること等により、その製品、

容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければなら

ない。 

3 事業者は、前第二項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他その適正な処理の確保等に関し国及び

地方公共団体の施策に協力しなければならない。 

 

（一般廃棄物処理計画） 

第 6 条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画(以下｢一般廃棄物処理計画｣

という。)を定めなければならない。 

 (以下省略) 

 

（市町村の処理等） 

第 6 条の 2 市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般廃棄物を生活環

境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、及び処分しなければならない。  

 (以下省略) 

 

（一般廃棄物処理業） 

第 7条 一般廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域(運搬のみ

を業として行う場合にあっては、一般廃棄物の積卸しを行う区域に限る。)を管轄する市町村長の許可

を受けなければならない。ただし、事業者(自らその一般廃棄物を運搬する場合に限る。)、専ら再生

利用の目的となる一般廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者その他環境省令で定める者につい

ては、この限りでない。 

 (以下省略) 

 

（事業者及び地方公共団体の処理） 

第 11条 事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。 

2 市町村は、単独に又は共同して、一般廃棄物とあわせて処理することができる産業廃棄物その他市町

村が処理することが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務として行うことができる。 

3 都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために都道府県が処理することが必要であると認め

る産業廃棄物の処理をその事務として行うことができる。 

 

（事業者の処理） 

第 12条 事業者は、自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には、政令で定める産業廃棄物の収

集、運搬及び処分に関する基準に従わなければならない。 

 (以下省略) 
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(投棄禁止) 

第 16条 何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。 

 

  広島市浄化槽保守点検業者の登録等に関する規則 

（浄化槽管理者の報告） 

第 21条 省令第 36条第 1項から第 3項までの規定により報告しようとする者は、所定の報告書を市長

に提出しなければらない。 

2 浄化槽管理者は、浄化槽を廃止したときは、速やかに所定の報告書によりその旨を市長に報告しなけ

ればならない。 

 

 

 

広島市告示第125号 

平成１６年４月１日 

 

 広島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和 47年広島市条例第 19号）第 8条第 1項の規定に基

づき、平成16年度広島市一般廃棄物処理実施計画（固形状一般廃棄物処理実施計画及び生活排水処理実

施計画）を次のとおり告示する。 

 

 

                              広島市長 秋 葉 忠 利 

 

第 1 平成 16年度広島市固形状一般廃棄物処理実施計画 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）第 6条第 1項の規定により定める

平成 16年度広島市固形状一般廃棄物処理実施計画は、以下のとおりとする。 

 

１ 処理する一般廃棄物の種類 

 固形状一般廃棄物 

 

 

２ 処理区域 

  広島市の全域 

 

３ 市が収集する固形状一般廃棄物の種類（分別） 

（1） 家庭から排出された固形状一般廃棄物は、次のとおり広島市廃棄物の処理及び清掃に関する規則

（昭和 47年広島市規則第40号。以下「広島市廃棄物処理規則」という。）第2条の規定に基づき、

次のとおり分別して収集する。ただし、広島市廃棄物処理規則第 4条に規定する多量の一般廃棄物

を除く。 

  ア 可燃ごみ 厨芥類、木くず及び再生できない紙くず並びにこれらと質的に同等に取り扱い得る

もの。ただし、キに掲げるものを除く。 

  イ 不燃ごみ 陶磁器類、灰等。ただし、キに掲げるものを除く。 

  ウ プラスチックごみ（収集区分としては「その他プラ」という。） プラスチック類その他これに

類するもの。ただし、エ、オ及びキに掲げるものを除く。 

  エ プラスチック製容器包装ごみ（収集区分としては「リサイクルプラ」という。） 主としてプラ

スチック製の容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成 7 年法律第 112

号。以下「容器包装リサイクル法」という。）第 2条第 1項に規定する容器包装。ただし、オ及び

キに掲げるものを除く。 
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  オ ペットボトルごみ 飲料用、酒類用又はしょうゆ用のペットボトル 

  カ 資源ごみ 紙類、布類、金属類、ガラス類等容易に再生利用が可能なもの。ただし、キに掲げ

るものを除く。 

  キ 大型ごみ（広島市廃棄物処理規則第14条の 2第 5項の規定に基づき納付券が貼付されているも

のに限る。） 

  （ｱ）特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第 97号）第 2条第 5項に規定する特定家庭用機器    

   廃棄物 

  （ｲ）電気器具((ｱ)に掲げるものを除く。）、家具、寝具等で最長の辺の長さ又は最大径が 30センチ

メートル（棒状のもの又は容易に折り曲げることができる板状のものにあっては、最長の辺の長

さが 1メートル）以上のもの（カーテン、食器類、おもちゃ、容器類、履物類、かばん類、布類、

なべ・やかん類など特定のものを除く。） 

  ク 有害ごみ 蛍光管、乾電池、体温計等有害物質を含んでいるもの 

    

（2）（1）以外の固形状一般廃棄物（事業ごみ等は除く。）は、次のとおりとする。 

   都市美化ごみ 

         ア 町内清掃ごみ 地域住民の奉仕活動による町内清掃に伴って生じる固形状一般廃棄物で、市長

が必要と認めるもの 

          イ 不法投棄ごみ 公共用地等に不法投棄された、原因者が不明かつ土地の管理者等による処理が

著しく困難な固形状一般廃棄物で、市長が必要と認めるもの 

ウ 河川清掃ごみ 市において実施する河川清掃に伴って生じる固形状一般廃棄物 

エ 街路ごみ容器ごみ 市が設置した街路ごみ容器に排出される固形状一般廃棄物 

  オ その他 環境保全上、市長が必要と認めるもの 

 

4 市では収集しない固形状一般廃棄物 

（1）事業ごみ 

   事業活動に伴って排出されるごみは、可能な限り再生利用等資源化・減量化を行った後、排出者自

らの責任において適正に処理するか、又は市が許可した固形状一般廃棄物収集運搬業者へ依頼するも

のとする。ただし、市長は、広島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和 47年広島市条例第 19

号）第 7条の規定により、運搬すべき場所及び方法等の必要な措置をとるよう指示することができる。 

（2）一時多量ごみ 

   引っ越し、庭木の刈り込み、改築、畳の入替え等により多量に出たごみは、市の指定する処分施設

へ排出者自ら搬入するか、又は市が許可した固形状一般廃棄物収集運搬業者へ依頼するものとする。 

（3）その他 

   タイヤ、原動機付自転車、オートバイ、バッテリー、ガスボンベ（カセット式ボンベを除く。）未

使用の消火器、農薬、石油類、塗料缶、ピアノ（電子ピアノは除く。）家庭用パソコン（自作パソコ

ン等は除く。）等については、販売店や製造元などへ処理を依頼するものとする。 

 

5 固形状一般廃棄物の排出抑制の方策並びに排出状況、収集・運搬計画及び処理計画 

平成 16年度における、固形状一般廃棄物の排出抑制の方策、市が収集、運搬及び処理する固形状一

般廃棄物の排出状況、収集・運搬計画及び処理主体並びに中間処理計画及び最終処分計画は、原則とし

て別紙のとおりとする。 

  ただし、特別管理一般廃棄物として定められたもののうち、医療関係機関等から発生する感染性廃棄

物の処理は、当該排出者自らが行うか、又は市が許可した特別管理産業廃棄物処理業者へ依頼するもの

とする。 

 

6 住民に対する広報・啓発活動 

  平成 16年度において、市が住民に対して実施する広報・啓発活動は、別添、広島市固形状一般廃棄
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物普及啓発計画のとおりとする。 

 

道路法 

 

（道路の占用の許可） 

第 32条 道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用しよう

とする場合においては、道路管理者の許可を受けなければならない。 

 (1) 電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工作物 

 (2) 水管、下水道管、ガス管その他これらに類する物件 

 (3) 鉄道、軌道その他これらに類する施設 

 (4) 歩廊、雪よけその他これらに類する施設 

 (5) 地下街、地下室、通路、浄化槽その他これらに類する施設 

 (6) 露店、商品置場その他これらに類する施設 

 (7) 前各号に掲げるものを除く外、道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のある工作物、物件又は施

設で政令で定めるもの 

2 前項の許可を受けようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を道路管理者に提出しな

ければならない。 

 (1) 道路の占用(道路に前項各号の一に掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用す

ることをいう。以下同じ。)の目的 

 (2) 道路の占用の期間 

 (3) 道路の占用の場所 

 (4) 工作物、物件又は施設の構造 

 (5) 工事実施の方法 

 (6) 工事の時期 

 (7) 道路の復旧方法 

3 第 1項の規定による許可を受けた者(以下｢道路占用者｣という。)は、前項各号に掲げる事項を変更し

ようとする場合においては、その変更が道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のないと認められる軽易

なもので政令で定めるものである場合を除く外、あらかじめ道路管理者の許可を受けなければならない。 

4 第 1項又は前項の規定による許可に係る行為が道路交通法第 77条第 1項の規定の適用を受けるもの

である場合においては、第 2項の規定による申請書の提出は、当該地域を管轄する警察署長を経由して

行うことができる。この場合において、当該警察署長は、すみやかに当該申請書を道路管理者に送付し

なければならない。 

5 道路管理者は、第 1項又は第 3項の規定による許可を与えようとする場合において、当該許可に係る

行為が道路交通法第 77条第 1項の規定の適用を受けるものであるときは、あらかじめ当該地域を管轄

する警察署長に協議しなければならない。 

 

（水道、電気、ガス事業等のための道路の占有の特例） 

第 36条 水道法(昭和 32年法律第 177号)、工業用水道事業法(昭和 33年法律第 84号)、下水道法(昭和

33年法律第 79号)、鉄道事業法(昭和 61年法律第 92号)若しくは全国新幹線鉄道整備法(昭和 45年法

律第 71号)、ガス事業法(昭和 29年法律第 51号)、電気事業法(昭和 39年法律第 170号)又は電気通信

事業法(昭和59年法律第 86号)の規定に基づき、水管(水道事業、水道用水供給事業又は工業用水道事

業の用に供するものに限る。)、下水道管、公衆の用に供する鉄道、ガス管(ガス事業法第 2条第 1項

に規定する一般ガス事業又は同条第 3項に規定する簡易ガス事業の用に供するものに限る。)又は電柱、

電線若しくは公衆電話所(これらのうち、電気事業法に基づくものにあっては同法第 2 条第 1 項第 10

号に規定する電気事業者(同項第 8号に規定する特定規模電気事業者を除く。)がその事業の用に供す

るものに、電気通信事業法に基づくものにあっては同法 120条第 1項に規定する認定電気通信事業が

同項に規定する認定電気通信事業の用に供するものに限る。）を道路に設けようとする者は、第 32条
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第 1項又は第 3項の規定による許可を受けようとする場合においては、これらの工事を実施しようと

する日の 1月前までに、あらかじめ当該工事の計画書を道路管理者に提出しておかなければならない。

ただし、災害による復旧工事その他緊急を要する工事又は政令で定める軽易な工事を行う必要が生じ

た場合においては、この限りではない。 

2 道路管理者は、前項の計画書に基づく工事(前項ただし書の規定による工事を含む。)のための道路の

占用の許可の申請があった場合において、当該申請に係る道路の占用が第 33条第 1項の規定に基づく

政令で定める基準に適合するときは、第 32条第 1項又は第 3項の規定による許可を与えなければなら

ない。 

 

道路交通法 

 

（目  的） 

第 1条 この法律は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道路の交通に

起因する障害の防止に資することを目的とする。 

 

（道路の使用の許可） 

第 77条 次の各号のいずれかに該当する者は、それぞれ当該各号に掲げる行為について当該行為に係る

場所を管轄する警察署長(以下この節において｢所轄警察署長｣という。)の許可(当該行為に係る場所が

同一の公安委員会の管理に属する二以上の警察署長の管轄にわたるときは、そのいずれかの所轄警察

署長の許可、以下この節において同じ。)を受けなければならない。 

 (1) 道路において工事若しくは作業をしようとする者又は当該工事若しくは作業の請負人 

 (2) 道路に石碑、銅像、広告板、アーチその他これらに類する工作物を設けようとする者 

 (3) 場所を移動しないで、道路に露店、屋台店その他これらに類する店を出そうとする者 

 (4) 前各号に掲げるもののほか、道路において祭礼行事をし、又はロケーションをする等一般交通に

著しい影響を及ぼすような通行の形態若しくは方法により道路を使用する行為又は道路に人が集

まり一般交通に著しい影響を及ぼすような行為で、公安委員会が、その土地の道路又は交通の状況

により、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要と認めて定めたもの

をしようとする者 

2～4 (省略) 

5 所轄警察署長は、第 1項の規定による許可を受けた者が前 2項の規定による条件に違反したとき、又

は道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため特別の必要が生じたときは、その

許可を取り消し、又はその許可の効力を停止することができる。 

6、7 （省略） 

 

（許可の手続） 

第 78条 前条第 1項の規定による許可を受けようとする者は、内閣府令で定める事項を記載した申請書

を所轄警察署長に提出しなければならない。 

(以下省略) 

 

悪臭防止法 

 

（定 義） 

第 2条 この法律において｢特定悪臭物質｣とは、アンモニア、メチルメルカプタンその他の不快なにお

いの原因となり、生活環境を損なうおそれのある物質であって政令で定めるものをいう。 

 (以下省略) 

 

（規制基準） 
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第 4条 都道府県知事は、規制地域について、その自然的、社会的条件を考慮して、必要に応じ当該地

域を区分し、特定悪臭物質の種類ごとに次の各号の規制基準を当該各号に掲げるところにより定めな

ければならない。 

 (1) 事業場における事業活動に伴って発生する特定悪臭物質を含む気体で当該事業場から排出され

るものの当該事業場の敷地の境界線の地表における規制基準、環境省令で定める範囲内において大

気中の特定悪臭物質の濃度の許容限度として定めること。 

 (2) （省略） 

 (3) 事業場における事業活動に伴って発生する特定悪臭物質を含む水で当該事業場から排出される

ものの当該事業場の敷地外における規制基準 第 1号の許容限度を基礎として、環境省令で定める

方法により、排出水中の特定悪臭物質の濃度の許容限度として定めること。 

2 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、規制地域のうちにその自然的、社会的条件から判断して

同項の規定による規制基準によっては生活環境を保全することが十分でないと認められる区域がある

ときは、その区域における悪臭原因物の排出については、同項の規定により規制基準を定めることに代

えて、次の各号の規制基準を当該各号に掲げるところにより定めることができる。 

 (1) （省略） 

 (2) （省略） 

 (3) 事業場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物である水で当該事業場から排出されるも

のの当該事業場の敷地外における規制基準 第 1号の許容限度を基礎として、環境省令で定める方

法により、排出水の臭気指数の許容限度として定めること。 

 

 

（国民の責務） 

第 14条 何人も、住居が集合している地域においては、飲食物の調理、愛がんする動物の飼養その他そ

の日常生活における行為に伴い悪臭が発生し、周辺地域における住民の生活環境が損なわれることの

ないように努めるとともに、国又は地方公共団体による悪臭の防止による生活環境の保全に関する施

策に協力しなければならない。 

 

（水路等における悪臭の防止） 

第 16条 下水溝、河川、池沼、港湾その他の汚水が流入する水路又は場所を管理する者は、その管理す

る水路又は場所から悪臭が発生し、周辺地域における住民の生活環境が損なわれることのないように、

その水路又は場所を適切に管理しなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 17条 地方公共団体は、その区域の自然的、社会的条件に応じ、悪臭の防止のための住民の努力に対

する支援、必要な情報の提供その他の悪臭の防止による生活環境の保全に関する施策を策定し、及び

実施するように努めなければならない。 

2 国は、悪臭の防止に関する啓発及び知識の普及その他の悪臭の防止による生活環境の保全に関する施

策を総合的に策定し、及び実施するとともに、地方公共団体が実施する悪臭の防止による生活環境の保

全に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を講ずるように努めなければならない。 

 

環境基本法 

 

（目 的） 

第 1条 この法律は、環境の保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国

民の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な

生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献することを目的とする。 
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（定  義） 

第 2条 この法律において｢環境への負荷｣とは、人の活動により環境に加えられる影響であって、環境

の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

2 この法律において｢地球環境保全｣とは、人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、

海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に

係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに国民の健康で文化的な生活の確保に寄与する

ものをいう。 

3 この法律において｢公害｣とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ず

る相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含

む。第 16条第 1項を除き、以下同じ。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下(鉱物の掘採のための

土地の掘削によるものを除く。以下同じ。)及び悪臭によって、人の健康又は生活環境(人の生活に密接

な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。)に

係る被害が生ずることをいう。 

 

（環境の恵沢の享受と継承等） 

第 3条 環境の保全は、環境を健全で恵み豊かなものとして維持することが人間の健康で文化的な生活

に欠くことのできないものであること及び生態系が微妙な均衡を保つことによって成り立っており人

類の存続の基盤である限りある環境が、人間の活動による環境への負荷によって損なわれるおそれが

生じてきていることにかんがみ、現在及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受す

るとともに人類の存続の基盤である環境が将来にわたって維持されるように適切に行わなければなら

ない。 

（環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築等） 

第 4条 環境の保全は、社会経済活動その他の活動による環境への負荷をできる限り低減することその

他の環境の保全に関する行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われるよう

になることによって、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない健全な経済の発展

を図りながら持続的に発展することができる社会が構築されることを旨とし、及び科学的知見の充実

の下に環境の保全上の支障が未然に防がれることを旨として、行わなければならない。 

 

（国際的協調による地球環境保全の積極的推進） 

第 5条 地球環境保全が人類共通の課題であるとともに国民の健康で文化的な生活を将来にわたって確

保する上での課題であること及び我が国の経済社会が国際的な密接な相互依存関係の中で営まれてい

ることにかんがみ、地球環境保全は、我が国の能力を生かして、及び国際社会において我が国の占め

る地位に応じて、国際的協調の下に積極的に推進されなければならない。 

 

（国の責務） 

第 6条 国は、前 3条に定める環境の保全についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

環境の保全に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第 7条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、環境の保全に関し、国の施策に準じた施策及びその他

のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（事業者の責務） 

第 8条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずるばい

煙、汚水、廃棄物等の処理その他の公害を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置

を講ずる責務を有する。 

2 事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売その
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他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正

な処理が図られることとなるように必要な措置を講ずる責務を有する。 

3 前 2項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、

物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が使

用され又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するように努めるとともに、その事業活動に

おいて、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用するように努めなければ

ならない。 

4 前 3項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、これに伴う環境

への負荷の低減その他環境の保全に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する環境の保全に

関する施策に協力する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第 9条 国民は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、その日常生活に伴う環境

への負荷の低減に努めなければならない。 

2 前項に定めるもののほか、国民は、基本理念にのっとり、環境の保全に自ら努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策に協力する責務を有する。 

 

水質汚濁防止法 

 

（目  的） 

第 1条 この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の浸

透を規制するとともに、生活排水対策の実施を推進すること等によって、公共用水域及び地下水の水

質の汚濁（水質以外の水の状態が悪化することを含む。以下同じ。）の防止を図り、もって国民の健康

を保護するとともに生活環境を保全し、並びに工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して

人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任について定めることにより、被害

者の保護を図ることを目的とする。 

 

（定  義） 

第 2条 この法律において「公共用水域」とは、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供され

る水域及びこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法（昭

和 33年法律第 79号）第2条第 3号及び第 4号に規定する公共下水道及び流域下水道であって、同条

第 6号に規定する終末処理場を設置しているもの（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）を

除く。）をいう。 

2 この法律において「特定施設」とは、次の各号のいずれかの要件を備える汚水又は廃液を排出する施

設で政令で定めるものをいう。 

（1）カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるそれがある物質として政令で定める物質を含むこ

と。 

（2）化学的酸素要求量その他の水の汚染状態（熱によるものを含み、前号に規定する物質によるものを

除く。）を示す項目として政令で定める項目に関し、生活環境に係る被害を生ずるおそれがある程度

のものであること。 

3 この法律において「指定地域特定施設」とは、第4条の 2第 1項に規定する指定水域の水質にとって

前項第2号に規定する程度の汚水又は廃液を排出する施設として政令で定める施設で同条第1項に規定

する指定地域に設置されるものをいう。 

4 （略） 

5 この法律において「排出水」とは、特定施設（指定地域特定施設を含む。以下同じ。）を設置する工

場又は事業場（以下「特定事業場」という。）から公共用水域に排出される水をいう。 

6 この法律において「汚水等」とは、特定施設から排出される汚水又は廃液をいう。 
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7 この法律において「特定地下浸透水」とは、第2項第 1号に規定する物質（以下「有害物質」という。）

を、その施設において製造し、使用し、又は処理する特定施設（指定地域特定施設を除く。以下「有害

物質使用特定施設」という。）を設置する特定事業場（以下「有害物質使用特定事業場」という。）から

地下に浸透する水で有害物質使用特定施設に係る汚水等（これを処理したものを含む。）を含むものを

いう。 

8 この法律において「生活排水」とは、炊事、洗濯、入浴等人の生活に伴い公共用水域に排出される水

（排出水を除く。）をいう。 

 

（排水基準） 

第 3条 排水基準は、排出水の汚染状態（熱によるものを含む。以下同じ。）について、環境省令で定め

る。 

2 前項の排水基準は、有害物質による汚染状態にあっては、排出水に含まれる有害物質の量について、

有害物質の種類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあっては、前条第 2項第 2号に規定す

る項目について、項目ごとに定める許容限度とする。 

3 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条件から判断し

て、第 1項の排水基準によっては人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分でないと認め

られる区域があるときは、その区域に排出される排出水の汚染状態について、政令で定める基準に従い、

条例で、同項の排水基準にかえて適用すべき同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を

定める排水基準を定めることができる。 

4 前項の条例においては、あわせて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。 

5 （省略） 

 

（特定施設の設置の届出） 

第 5条 工場又は事業場から公共用水域に水を排出する者は、特定施設を設置しようとするときは、環

境省令で定めるところにより、次の事項を都道府県知事に届け出なければならない。 

（1）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（2）工場又は事業場の名称及び所在地 

（3）特定施設の種類 

（4）特定施設の構造 

（5）特定施設の使用の方法 

（6）汚水等の処理の方法 

（7）排出水の汚染状態及び量（指定地域内の工場又は事業場に係る場合にあっては、排水系統別の汚染

状態及び量を含む。） 

（8）その他環境省令で定める事項 

2 工場又は事業場から地下に有害物質使用特定施設に係る汚水等（これを処理したものを含む。）を含

む水を浸透させる者は、有害物質使用特定施設を設置しようとするときは、環境省令で定めるところに

より、次の事項を都道府県知事に届け出なければならない。 

（1）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（2）工場又は事業場の名称及び所在地 

（3）有害物質使用特定施設の種類 

（4）有害物質使用特定施設の構造 

（5）有害物質使用特定施設の使用の方法 

（6）汚水等の処理の方法 

（7）特定地下浸透水の浸透の方法 

（8）その他環境省令で定める事項 

 

（排出水の排出の制限） 
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第 12条 排出水を排出する者は、その汚染状態が当該特定事業場の排水口において排水基準に適合しな

い排出水を排出してはならない。 

                       （略） 

 

（改善命令等） 

第 13条 都道府県知事は、排出水を排出する者が、その汚染状態が当該特定事業場の排水口において排

水基準に適合しない排出水を排出するおそれがあると認めるときは、その者に対し、期限を定めて特

定施設の構造若しくは使用の方法若しくは汚水等の処理の方法の改善を命じ、又は特定施設の使用若

しくは排出水の排出の一時停止を命ずることができる。 

                       （略） 

 

（排出水の汚染状態の測定等） 

第 14条 排出水を排出し、又は特定地下浸透水を浸透させる者は、環境省令で定めるところにより、当

該排出水又は特定地下浸透水の汚染状態を測定し、その結果を記録しておかなければならない。 

                       （略） 

 

 

 

 

労働安全衛生法 

 

（目  的） 

第 1条 この法律は、労働基準法と相まって、労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制

の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進するこ

とにより職場における労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進するこ

とを目的とする。 

 

（事業者等の責務） 

第 3条 事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な

職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなけ

ればならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に協力するようにしなけ

ればならない。 

2 （略） 

3 建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等について、安全で衛生的な作

業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなければならない。 

 

第 4条 労働者は、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する

労働災害の防止に関する措置に協力するように努めなければならない。 

 

（安全衛生教育） 

第 59条 事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるところによ

り、その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行わなければならない。 

2 （略） 

3 事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚生労働

省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別な教育を行わなければならな

い。 
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（就業制限） 

第 61条 事業者は、クレーンの運転その他の業務で、政令で定めるものについては、都道府県労働局長

の当該業務に係る免許を受けた者又は都道府県労働局長若しくは都道府県労働局長の指定する者が行

う当該業務に係る技能講習を修了した者その他厚生労働省令で定める資格を有する者でなければ、当

該業務に就かせてはならない。 

 

建設工事公衆災害防止対策要綱 

 

（目  的） 

第 1条 この要綱は、土木工事の施工に当たって、当該工事の関係者以外の第三者（以下「公衆」とい

う。）に対する生命、身体及び財産に関する危害並びに迷惑（以下「公衆災害」という。）を防止する

ために必要な計画、設計及び施工の基準を示し、もって土木工事の安全な施工の確保に寄与すること

を目的とする。 

 

（適  用） 

第 2条 この要綱は、公衆に係わる区域で施工する土木工事（以下単に「土木工事」という。）に適用す

る。 

2 起業者及び施工者は、土木工事に当たっては、公衆災害を防止するために、この要綱の各項目を遵守

しなければならない。ただし、この要綱において起業者が行うこととされている内容について、契約の

定めるところにより施工者が行うことを妨げない。 

【以下、条文省略】 

第 5条  公衆災害防止対策経費 

第 6条  現場組織体制 

第 8条  付近居住者等への周知 

第 9条  事故発生時の措置と原因調査 

第 10条 作業場の区分 

第 13条 移動さくの設置及び撤去方法 

第 17条 道路標識等 

第 18条 保安灯 

第 19条 遠方よりの工事箇所の確認 

第 24条 歩行者対策 

第 25条 通路の排水 

第 33条 保安上の事前措置 

第 34条 立会 

第 35条 保安上の措置 

第 36条 埋設物の確認 

第 38条 露出した埋設物の保安維持等 

第 41条 土留工を必要とする掘削 

第 79条 一般部の埋戻し方法 

第 110条 防火 

第 111条 酸素欠乏症の防止 

 

建築物における排水槽等の構造、維持管理等に関する指導要綱（抜粋） 

 

（目  的） 

第 1条 この要綱は、建築物における排水槽等の構造、維持管理その他必要な事項を定めることにより、

排水槽等からの悪臭の発生を防止し、汚泥その他の廃棄物の処理を適正に行い、もって都民の生活環
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境の保全を図ることを目的とする。 

 

（定  義） 

第2条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 汚   水 水洗便所等のし尿を含む排水をいう。 

 (2) 雑 排 水 厨房その他の施設から排除されるし尿を含まない排水をいう。 

 (3) 排 水 槽 建築物から排除される汚水又は雑排水を集め、これをポンプによってくみ上げ排除

するために貯留する槽をいう。 

 (4) 排水調整槽 排水槽のうち、排水の時間調整を行うために設ける槽をいう。 

 (5) 排 水 槽 等 排水槽及び当該排水槽に附帯する阻集器、排水管その他の設備をいう。 

 (6) 汚 水 槽 排水槽のうち、汚水を貯留するための槽をいう。 

 (7) 雑 排 水 槽 排水槽のうち、雑排水を貯留するための槽をいう。 

 (8) 合 併 槽 排水槽のうち、汚水及び雑排水を併せて貯留するための槽をいう。 

 

（構造基準） 

第 4条 建築物に排水槽等を設置する場合の構造は、次に定める基準によるものとする。 

 (1) 汚水又は雑排水を貯留する排水槽は、原則として、各々分離した槽とすること。 

 (2) 排水槽の有効容量は、次式により算出する範囲内とし、また、排水層の実高は、原則として、排

水を有効容量まで貯留した際の槽内水位(以下｢規定水位｣という。)の 1.5倍から 2倍程度とするこ

と。 

    ただし、当該排水槽に流入する時間当たりの最大排水量が、次式により算出した容量を下回る場

合にあっては、当該排水槽の有効容量を、その最大排水量以下とする。 

   Ｖ＝（Ｂ/Ａ）×2.0 ～ 2.5 

  この式において、Ｖ、Ａ及びＢは、それぞれの次の値を表すものとする。 

  Ｖ 排水槽の有効容量（立方メートル） 

  Ａ 建築物の地階部分（当該排水槽に排水を流入させている部分に限る。）への 

   一日当たりの給水時間（時間） 

  Ｂ 当該排水槽に流入する一日平均排水量（立方メートル） 

 (3) 排水調整槽であって、悪臭の発生原因となる貯留水の腐敗、汚泥の沈殿たい積及びスカムの発生

を防止するためのばっ気・攪拌併設装置を設けたものについては、前号の基準を適用しないことが

できる。 

 (4) 排水槽の内部は、不浸透質の耐水材料で造り、漏水しない構造とすること。 

 (5) 排水槽の底部には吸い込みピットを設け、吸い込みピットは、排水用ポンプの吸い込み管の外側

及び底部から20センチメートル程度の間隔をもつ大きさとすること。 

 (6) 排水槽の底部は、吸い込みピットに向かって、すべての方向から 15分の 1以上 10分の 1以下の

勾配を有するものとし、槽底部での作業の便宜を図るため、階段を設けること。また、槽内に汚水

の滞留のおそれのある部分については、側壁の隅角部に有効なハンチを設けること。 

 (7) 排水槽等は、臭気の漏れない構造とすること。 

 (8) 排水槽には、槽内部の保守点検及び清掃を容易かつ安全に行うことができる位置に、防臭型マン

ホール(直径 60センチメートル以上のものとする。)を槽ごとに 2ヵ所設けることとし、槽内部の

作業の便宜を図るため、腐食防止を施したフックを取り付けること。 

 (9) 排水槽には、次の設置及び装置を設けること。 

   ア 建築物の外部に直接開放され、かつ、衛生上の対策が講じられた通気装置 

   イ 吸い込みピット内部に吸い込み管を配置した複数の排水ポンプ(予備ポンプを含む。) 

   ウ 排水ポンプの始動水位が規定水位以下となるような制御装置及び規定時間以内で運転するた

めのタイマー 

 (10) 雑排水は、きょう雑物及び油脂分を有効に分離できる機能を有する阻集器を経由させるととも
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に、その阻集器は、保守点検等が容易に行える場所に設けること。 

2 この要綱の施行の際、既に設置されている排水槽等については、前項第 1 号から第 3 号まで、第 5

号、第 6 号、第 8 号及び第 9 号イに定める基準を適用しないことができ、同項第 4 号、第 7 号、第 9

号ア及びウ並びに第10号に定める基準によるほか、次に定めるところによるものとする。 

 (1) 悪臭の発生原因となる貯留水の腐敗等があり、又はその恐れがある排水槽については、ばっ気・

攪拌併設装置又は排水用補助ポンプ(スラリーポンプ)を設けること。 

 (2) 排水槽には、槽内部の保守点検及び清掃を容易かつ安全に行うことができる位置に、防臭型マン

ホール(可能な限り直径 60センチメートル以上のものとする。)を設けること。 

 

（清掃及び維持管理の基準） 

第 5条 排水槽等の清掃に関する基準は、次に定めるとおりとする。 

 (1) 排水槽は、少なくとも 4月ごとに 1回定期に清掃し、槽内の汚泥等残留物質を除去すること。 

    ただし、排水の水質、排水量及び排水槽の容量によっては、清掃の回数を増すこと。 

 (2) 排水管及び通気管については、必要に応じ内部の異物を除去すること。 

 (3) 阻集器については、捕集物を使用日ごとに除去し、少なくとも 7日ごとに 1回清掃を行うこと。 

 (4) 排水槽等の清掃に当たっては、除去物質の飛散防止、悪臭の発散の防止、消毒等に配慮するとと

もに、槽内の換気等を行い、作業中の事故防止に努めること。 

 (5) 清掃に薬品を用いた場合は、下水道施設又は浄化槽の機能を阻害し、若しくは、損傷することの

ないよう留意すること。 

2 排水槽等の維持管理に関する基準は、次に定めるとおりとする。 

 (1) 排水槽等は、別表に掲げる項目に従い、少なくとも 1月ごとに 1回定期に点検し、必要に応じ補

修等を行うこと。ただし、阻集器については、使用日ごとに点検を行うこと。 

 (2) 排水の槽内貯留時間は、おおむね 2時間以内とするよう設定すること。ただし、排水調整槽はこ

の限りではない。 

 (3) ばっ気・攪拌併設装置又は排水用補助ポンプ(スラリーポンプ)については、悪臭の発生原因とな

る貯留水の腐敗等を防止するため、適正に運転すること。 

 (4) 排水槽の正常な機能を阻害するようなものを、槽内に投入又は流入させないこと。 

3 建築物の所有者等は、清掃、点検及び整備に関する帳簿書類を作成し、5年間保存するものとする。 

 

（汚泥等の処理） 

第 6条 排水槽等の清掃時に発生する汚泥、スカム等の廃棄物の処理は、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律(以下｢廃掃法｣という。)に基づき、次により行うものとする。 

 (1) 汚水槽及びその附帯設備の清掃時に発生する廃棄物並びに合併槽の清掃時に発生する廃棄物及

びその附帯設備の清掃時に発生する廃棄物でし尿を含むものについては、一般廃棄物とし、廃掃法

施行令第 3条の規定によること。 

 (2) 雑排水槽及びその附帯設備の清掃時に発生する廃棄物並びに合併槽の附帯設備の清掃時に発生

する廃棄物でし尿を含まないものについては、産業廃棄物とし、廃掃法施行令第 6条の規定による

こと。 

2 前項の廃棄物の処理を他人に委託する場合は、次により行うものとする。 

 (1) 前項第 1号に定める廃棄物の処理は、廃掃法第 7条第 1項の規定による一般廃棄物処理業の許可

を有する者に委託すること。 

 (2) 前項第 2号に定める廃棄物の処理は、廃掃法第 14条 1項及び第 4項の規定による産業廃棄物処

理業の許可を有する者に委託すること。この場合において、同法第 12条第 3項の規定により、同

法施行令第 6条の 2に定める基準に従うこと。 

 

（臭気に関する指針値） 

第 7条 排水槽に貯留する汚水又は雑排水を排除しようとする場合は、次に定める指針値に適合するよ



- 220 - 

 

う努めるものとする。 

 (1) 排水時の公共汚水ます等の内部の空気に含まれる硫化水素が、10ppm以下 

 (2) 排水 1リットルに含まれる硫化水素が、2ミリグラム以下 

 

（ビルピット問題連絡協議会） 

第 8条 都は、この要項に基づく事務運営を円滑に行うため、ビルピット問題連絡協議会(以下｢協議会｣

という。)を設けるものとする。協議会の運営等に関しては、別に定めるものとする。 

 

（雑 則） 

第 9条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

 

   附 則 

この要綱は、昭和61年 10月 1日から施行する。 

 

 

 

  別表 排水槽等の点検項目（第 5条関係） 

 

 
排 水 槽 等 の 種 類 点   検   事   項 

1 

排水槽 ア 浮遊物及び沈殿物の状況 

イ 壁面等の損傷、き裂及びさびの発生状況 

ウ マンホールの密閉状況 

エ 害虫の発生状況 

オ 悪臭の有無 

2 
満減水警報装置 ア 作動状況 

イ 電極棒の汚れの状況及び取付け状況 

3 
フロートスイッチ又は電極式 

制御装置 

ア 作動状況 

イ 電極棒の汚れの状況及び取付け状況 

4 タイマー 作動状況 

5 排水ポンプ 揚水量 

6 フート弁 作動状況 

7 排水管及び通気管 損傷、さび、腐食、詰まり及び漏れの有無 

8 防虫網 損傷、さび、腐食及び詰まりの有無 

9 阻集器 沈殿物量、浮遊物量及び詰まりの状況 

10 

トラップ ア 封水深 

イ 沈殿物及びスケールの有無 

ウ 悪臭の有無 

11 
ばっ気装置、撹拌装置又は 

排水用補助ポンプ 作動状況 



- 221 - 

 

 広島市排水設備指定工事店規則 
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日  本  下  水  道  協  会  広  島  県  支  部 

 下水道排水設備工事責任技術者試験、登録及び更新講習実施要綱 
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日  本  下  水  道  協  会  広  島  県  支  部 

 下水道排水設備工事責任技術者試験、登録及び更新講習実施要領 
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道路位置指定要領 

 

（築造規準） 

第 3条 申請道路の築造規準は、次のとおりとする。 

 (５) 申請道路の排水施設等 

   ア 側溝は、申請道路の両側に設けなければならない。ただし、土地の状況により両側に設ける

ことが著しく困難な場合は、片側のみとすることができる。 

   イ 申請道路に埋設する下水道（以下「排水施設」という。）は、下水道の事業計画に定める排除

方式にしたがって、分流式の区域にあっては分流式の管きょとし、合流式の区域にあっては合

流式又は分流式の管きょとしなければならない。ただし、合流式の区域であっても、分流式の

排除方式が定められている場合は、分流式の管きょとしなければならない。 

   ウ 排水施設は次のとおりとする。 

    (ア) 分流式の公共下水道に下水を流入させるための排水施設は、汚水を排除すべき排水施設

にあっては公共下水道の管きょで汚水を排除すべきものに、雨水の排水施設にあっては公

共下水道の管きょで雨水を排除すべきものに固着させる。 

    (イ) 合流式の公共下水道に下水を流入させるための排水施設は、公共下水道の管きょに固着

させる。 

    (ウ) 下水を流入する公共下水道がない場合の排水施設は、下水を有効に排除できる施設に固

着させる。 

   エ 排水施設の技術上の基準、施工方法及び構造の詳細については、下水道所管課の定める基準

による。 

   （参考）下水道局が定める基準 

    道路位置指定要領 第 3条（5）エの基準 

    (ア) 排水施設は、日本下水道協会下水道用器材の認定工場の製品及びその他コンクリート造

りとする。また、構造は、広島市下水道工事設計標準図によること。 

    (イ) 排水管の内径は 200ミリメートル以上、雨水管または合流管は 250ミリメートル以上と

し（枝管の内径は 150 ミリメートル以上とする）、排水きょの内のりは 300 ミリメートル

以上とすること。 

    (ウ) 汚水管の起点部の勾配は 1000分の 6以上とし、その他の排水管の勾配は 1000分の 4以

上とすること。 

    (エ) 排水管の土被りは、600 ミリメートル以上とし、宅内の下水を排除できる深さとするこ

と。 

    (オ) マンホールは、次に掲げる箇所に設けること。 

      ① 起点 

      ② 管きょの方向が変化する箇所 

      ③ 勾配が変化する箇所 

      ④ 管径の変化する箇所 

      ⑤ 段差の生じる箇所 

      ⑥ 管きょの会合する箇所 

      ⑦ 公道と申請道路の境界から1メートル以内の申請道路内 

    （カ） 排水管に枝管を取付ける間隔は、原則として 1メートル以上とすること。 

    (キ) 宅内の最終ますは次によること。 

      ① 宅内の最終ますは、汚水・雨水ます（合流式の区域にあっては、汚水ますのみ）を一

宅地に 1箇所とし、申請道路との境界から 1メートル以内の宅地内の下水を排除できる深

さとすること。 

      ② 汚水ますの深さは、800 ミリメートル以上とし、汚水・雨水ますとも宅地内の下水を

排除できる深さとすること。 
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    （ク） 排水施設の施工は公共下水道工事の経験を有する業者で行うこと。 

（手続き基準） 

第 4条 申請道路の手続き基準は次のとおりとする。 

 (１) 申請の手順 

（略） 

エ 申請道路の排水施設については、申請道路が所在する区の下水道所管課の審査及び検査を受

けなければならない。 

（略） 
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事  務  連  絡 

平成 9 年 11 月 4 日 

関 係 各 位  様 

 

下水道局管理部管理課 

 

 

排水施設に係る管材質の選定について（依頼） 

 

 

 このことについて、管材質の耐薬品性質等から検討した結果、特定事業場のうち下記の業種について

は、その取付け管は陶管（セラミック管）を使用してください。 

 

 

記 

 

 

特定施設番号（水質汚濁防止法施行令別表第1） 

№２６．３２．３３．５１－２．５３．６２．６３．６５．６６．６７．６８－２． 

 ７１－２．－３．－４．－５．－６．７４． 

〔参考〕 

 ２６  ：無機顔料製造業の特定施設 

 ３２  ：有機顔料又は合成染料製造業の特定施設 

 ３３  ：合成樹脂製造業の特定施設 

 ５１－２：自動車用タイヤ、自動車用チューブ製造業、ゴムホース製造業の特定施設 

 ５３  ：ガラス又はガラス製品製造業の特定施設 

 ６２  ：非鉄金属製造業の特定施設 

 ６３  ：金属製品製造業又は機械器具製造業の特定施設 

 ６５  ：酸又はアルカリによる表面処理施設 

 ６６  ：電機めっき施設 

 ６７  ：洗たく業の用に供する洗浄施設 

 ６８－２：病院の特定施設 

 ７１－２：科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教育を行う事業場 

   －３：一般廃棄物処理施設である焼却施設 

   －４：産業廃棄物処理施設のうち、国もしくは地方公共団体又は産業廃棄物処理業者が設置する

施設 

   －５：トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレンによる洗浄施設 

   －６：トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレンの蒸留施設 

 ７４  ：特定事業場から排出される水の処理施設 

  

 

 

 

 

 

 

 



- 237 - 

 

(３) 特定施設一覧表 

（水質汚濁防止法関係）                        

                                 平成 12年一部改正 

1 
鉱業又は水洗炭業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑選鉱施設 ㋺選炭施設 

㋩坑水中和沈でん施設 ㋥掘さく用の汚水分離施設 

1の 2 

畜産農業又はサービス業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑豚房施設（豚房の

総面積が 50 平方メートル未満の事業場に係るものを除く） ㋺牛房施設（牛房の総面積が

200 平方メートル未満の事業場に係るものを除く） ㋩馬房施設（馬房の総面積が 500 平方

メートル未満の事業場に係るものを除く） 

2 
畜産食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施

設（洗びん施設を含む） ㋩湯煮施設 

3 
水産食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑水産動物原料処理施設㋺

洗浄施設 ㋩脱水施設 ㋥ろ過施設 ㋭湯煮施設 

4 
野菜又は果実を原料とする保存食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの㋑

原料処理施設 ㋺洗浄施設 ㋩圧搾施設 ㋥ 湯煮施設 

5 

みそ、しょう油、食用アミノ酸、グルタミン酸ソーダ、ソース又は食酢の製造業の用に供す

る施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施設 ㋩湯煮施設 ㋥濃縮施設 

㋭精製施設 ㋬ろ過施設 

6 小麦粉製造業の用に供する洗浄施設 

7 
砂糖製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施設（流

送施設を含む） ㋩ろ過施設 ㋥分離施設 ㋭精製施設 

8 パン若しくは菓子の製造業又は製あん業の用に供する粗製あんの沈でんそう 

9 米菓製造業又はこうじ製造業の用に供する洗米機 

10 
飲料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施設（洗

びん施設を含む） ㋩搾汁施設 ㋥ろ過施設 ㋭湯煮施設 ㋬蒸りゅう施設 

11 
動物系飼料又は有機質肥料の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処

理施設 ㋺洗浄施設 ㋩圧搾施設 ㋥真空濃縮施設 ㋭水洗式脱臭施設 

12 
動植物油脂製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施

設 ㋩圧搾施設 ㋥分離施設 

13 
イースト製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺洗浄施設 

㋩分離施設 

14 
でん粉又は化工でん粉の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料浸せき

施設 ㋺洗浄施設（流送施設を含む） ㋩分離施設 ㋥渋だめ及びこれに類する施設 

15 
ぶどう糖又は水あめの製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 

㋺ろ過施設 ㋩精製施設 

16 めん類製造業の用に供する湯煮施設 

17 豆腐又は煮豆の製造業の用に供する湯煮施設 

18 インスタントコーヒー製造業の用に供する抽出施設 

18の 2 
冷凍調理食品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺湯煮

施設 ㋩洗浄施設 

18の 3 たばこ製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑水洗式脱臭施設 ㋺洗浄施設 

19 

紡績業又は繊維製品の製造業若しくは加工業の用に供する施設であって、次に掲げるもの㋑

まゆ湯煮施設 ㋺副蚕処理施設 ㋩原料浸せき施設 ㋥精練機及び精練そう ㋭シルケッ

ト機 ㋬漂白機及び漂白そう ㋣染色施設 ㋠薬液浸透施設 ㋷のり抜き施設 

20 洗毛業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑洗毛施設 ㋺洗化炭施設 
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21 
化学繊維製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑湿式紡糸施設 ㋺リンター

又は未精練繊維の薬液処理施設 ㋩原料回収施設 

21の 2 一般製材業又は木材チップ製造業の用に供する湿式バーカー 

21の 3 合板製造業の用に供する接着機洗浄施設 

21の 4 
パーティクルボード製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑湿式バーカー㋺

接着機洗浄施設 

22 
木材薬品処理業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑湿式バーカー ㋺薬液浸透

施設 

23 

パルプ、紙又は紙加工品の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料浸せ

き施設 ㋺湿式バーカー ㋩砕木機 ㋥蒸解施設 ㋭蒸解廃液濃縮施設 ㋬チップ洗浄施

設及びパルプ洗浄施設 ㋣漂白施設 ㋠抄紙施設（抄造施設を含む） ㋷セロハン製膜施設 

㋦湿式繊維板成型施設 ㋸廃ガス洗浄施設 

23の 2 
新聞業、出版業、印刷業又は製版業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑自動式

フィルム現像洗浄施設 ㋺自動式感光膜付印刷版現像洗浄施設 

24 
化学肥料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑ろ過施設 ㋺分離施設㋩水

洗式破砕施設 ㋥廃ガス洗浄施設 ㋭湿式集じん施設 

25 
水銀電解法によるか性ソーダ又はか性カリの製造業の用に供する施設であって、次に掲げる

もの ㋑塩水精製施設 ㋺電解施設 

26 

無機顔料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑洗浄施設 ㋺ろ過施設 ㋩

カドミウム系無機顔料製造施設のうち、遠心分離機 ㋥群青製造施設のうち、水洗式分別施

設 ㋭廃ガス洗浄施設 

27 

 

前 2号に掲げる事業以外の無機化学工業製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げる

もの ㋑ろ過施設 ㋺遠心分離機 ㋩硫酸製造施設のうち、亜硫酸ガス冷却洗浄施設                              

㋥活性炭又は二硫化炭素の製造施設のうち、洗浄施設 ㋭無水けい酸製造施設のうち、塩酸

回収施設 ㋬青酸製造施設のうち、反応施設 ㋣よう素製造施設のうち、吸着施設及び沈で

ん施設 ㋠海水マグネシア製造施設のうち、沈でん施設 ㋷バリウム化合物製造施設のう

ち、水洗式分別施設 ㋦廃ガス洗浄施設 ㋸湿式集じん施設 

28 

カーバイト法アセチレン誘導品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑湿式

アセチレンガス発生施設 ㋺さく酸エステル製造施設のうち、洗浄施設及び蒸りゅう施設 

㋩ポリビニルアルコール製造施設のうち、メチルアルコール蒸りゅう施設 ㋥アクリル酸エ

ステル製造施設のうち、蒸りゅう施設 ㋭塩化ビニルモノマー洗浄施設 ㋬クロロプレンモ

ノマー洗浄施設 

29 
コールタール製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑ベンゼン類硫酸洗

浄施設 ㋺静置分離器 ㋩タール酸ソーダ硫酸分解施設 

30 
発酵工業（第 5号、第 10号及び第 13号に掲げる事業を除く）の用に供する施設であって、

次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺蒸りゅう施設 ㋩遠心分離機 ㋥ろ過施設 

31 

メタン誘導品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑メチルアルコール又は

四塩化炭素の製造施設のうち、蒸りゅう施設 ㋺ホルムアルデヒド製造施設のうち、精製施

設 ㋩フロンガス製造施設のうち、洗浄施設及びろ過施設 

32 
有機顔料又は合成染料の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑ろ過施設 

㋺顔料又は染色レーキの製造施設のうち、水洗施設 ㋩遠心分離機 ㋥廃ガス洗浄施設 

33 

合成樹脂製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑縮合反応施設 ㋺水洗施設 

㋩遠心分離機 ㋥静置分離器 ㋭弗素樹脂製造施設のうち、ガス冷却洗浄施設及び蒸りゅう

施設 ㋬ポリプロピレン製造施設のうち、溶剤蒸りゅう施設 ㋣中圧法又は低圧法によるポ

リエチレン製造施設のうち、溶剤回収施設 ㋠ポリブテンの酸又はアルカリによる処理施設 

㋷廃ガス洗浄施設 ㋦湿式集じん施設 

34 

合成ゴム製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑ろ過施設 ㋺脱水施設 ㋩

水洗施設 ㋥ラテックス濃縮施設 ㋭スチレン・ブタジエンゴム、ニトリル・ブタジエンゴ

ム又はポリブタジエンゴムの製造施設のうち、静置分離器 
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35 
有機ゴム薬品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑蒸りゅう施設 ㋺分離

施設 ㋩廃ガス洗浄施設 

36 
合成洗剤製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑廃酸分離施設 ㋺廃ガス洗

浄施設 ㋩湿式集じん施設 

37 

前 6号に掲げる事業以外の石油化学工業（石油又は石油副生ガス中に含まれる炭化水素の分

解、分離その他の化学的処理により製造される炭化水素又は炭化水素誘導品の製造業をい

い、第 51 号に掲げる事業を除く）の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑洗浄施

設 ㋺分離施設 ㋩ろ過施設 ㋥アクリロニトリル製造施設のうち、急冷施設及び蒸りゅう

施設 ㋭アセトアルデヒド、アセトン、カプロラクタム、テレフタル酸又はトリレンジアミ

ンの製造施設のうち、蒸りゅう施設 ㋬アルキルベンゼン製造施設のうち、酸又はアルカリ

による処理施設 ㋣イソプロピルアルコール製造施設のうち、蒸りゅう施設及び硫酸濃縮施

設 ㋠エチレンオキサイド又はエチレングリコールの製造施設のうち、蒸りゅう施設及び濃

縮施設 ㋷2－エチルヘキシルアルコール又はイソブチルアルコールの製造施設のうち、縮

合反応施設及び蒸りゅう施設 ㋦シクロへキサノン製造施設のうち、酸又はアルカリによる

処理施設 ㋸トリレンジイソシアネート又は無水フタル酸の製造施設のうち、ガス冷却洗浄

施設 ㋾ノルマルパラフィン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設及びメチルア

ルコール蒸りゅう施設 ㋻プロピレンオキサイド又はプロピレングリコールのけん化器 

㋕メチルエチルケトン製造施設のうち、水蒸気凝縮施設 ㋵メチルメタアクリレートモノマ

ー製造施設のうち、反応施設及びメチルアルコール回収施設 ㋟廃ガス洗浄施設 

38 石けん製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料精製施設 ㋺塩析施設 

39 硬化油製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑脱酸施設 ㋺脱臭施設 

40 脂肪酸製造業の用に供する蒸りゅう施設 

41 香料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑洗浄施設 ㋺抽出施設 

42 
ゼラチン又はにかわの製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 

㋺石灰づけ施設 ㋩洗浄施設 

43 写真感光材料製造業の用に供する感光剤洗浄施設 

44 
天然樹脂製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑原料処理施設 ㋺脱水

施設 

45 木材化学工業の用に供するフルフラール蒸りゅう施設 

46 

第 28 号から前号までに掲げる事業以外の有機化学工業製品製造業の用に供する施設であっ

て、次に掲げるもの ㋑水洗施設 ㋺ろ過施設 ㋩ヒドラジン製造施設のうち、濃縮施設 

㋥廃ガス洗浄施設 

47 

医療品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑動物原料処理施設 ㋺ろ過施

設 ㋩分離施設 ㋥混合施設（第2条各号に掲げる物質を含有する物を混合するものに限る。

以下同じ） ㋭廃ガス洗浄施設 

48 火薬製造業の用に供する洗浄施設 

49 農薬製造業の用に供する混合施設 

50 第 2条各号に掲げる物質を含有する試薬の製造業の用に供する試薬製造施設 

51 

石油精製業（潤滑油再生業を含む）の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑脱塩施

設 ㋺原油常圧蒸りゅう施設 ㋩脱硫施設 ㋥揮発油、灯油又は軽油の洗浄施設 ㋭潤滑油

洗浄施設 

51の 2 

自動車用タイヤ若しくは自動車用チューブの製造業、ゴムホース製造業、工業用ゴム製品製

造業（防振ゴム製造業を除く）、更生タイヤ製造業又はゴム板製造業の用に供する直接加硫

施設 

51の 3 
医療用若しくは衛生用のゴム製品製造業、ゴム手袋製造業、糸ゴム製造業又はゴムバンド製

造業の用に供するラテックス成形型洗浄施設 

52 
皮革製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑洗浄施設 ㋺石灰づけ施設 ㋩

タンニンづけ施設 ㋥クロム浴施設 ㋭染色施設 
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53 
ガラス又はガラス製品の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑研摩洗浄施

設 ㋺廃ガス洗浄施設 

54 
セメント製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑抄造施設 ㋺成型機 

㋩水養生施設（蒸気養生施設を含む） 

55 生コンクリート製造業の用に供するバッチャープラント 

56 有機質砂かべ材製造業の用に供する混合施設 

57 人造黒鉛電極製造業の用に供する成型施設 

58 
窯業原料（うわ薬原料を含む）の精製業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑水

洗式破砕施設 ㋺水洗式分別施設 ㋩酸処理施設 ㋥脱水施設 

59 砕石業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑水洗式破砕施設 ㋺水洗式分別施設 

60 砂利採取業の用に供する水洗式分別施設 

61 
鉄鋼業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑タール及びガス液分離施設 ㋺ガス

冷却洗浄施設 ㋩圧延施設 ㋥焼入れ施設 ㋭湿式集じん施設 

62 

非鉄金属製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑還元そう ㋺電解施設（溶

融塩電解施設を除く） ㋩焼入れ施設 ㋥水銀精製施設 ㋭廃ガス洗浄施設 ㋬湿式集じん

施設 

63 

金属製品製造業又は機械器具製造業（武器製造業を含む）の用に供する施設であって、次に

掲げるもの ㋑焼入れ施設 ㋺電解式洗浄施設 ㋩カドミウム電極又は鉛電極の化成施設 

㋥水銀精製施設 ㋭廃ガス洗浄施設 

63の 2 空きびん卸売業の用に供する自動式洗びん施設 

63の 3 石炭を燃料とする火力発電施設のうち、廃ガス洗浄施設 

64 
ガス供給業又はコークス製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑タール及び

ガス液分離施設 ㋺ガス冷却洗浄施設（脱硫化水素施設を含む） 

64の 2 

水道施設（水道法（昭和32年法律第 177号）第 3条第 8項に規定するものをいう）、工業用

水道施設（工業用水道事業法（昭和 33年法律第 84号）第 2条第 6項に規定するものをいう）

又は自家用工業用水道（同法第 21 条第 1 項に規定するものをいう）の施設のうち、浄水施

設であって、次に掲げるもの（これらの浄水能力が 1日当たり 1万立方メートル未満の事業

場に係るものを除く） ㋑沈でん施設 ㋺ろ過施設 

65 酸又はアルカリによる表面処理施設 

66 電気めっき施設 

66の 2 

旅館業（旅館業法（昭和23年法律第 138号） 第 2条第 1項に規定するもの（下宿営業を除

く）をいう）の用に供する施設であって、次に掲げるもの ㋑ちゅう房施設 ㋺洗たく施設 

㋩入浴施設 

66の 3 

共同調理場（学校給食法（昭和 29年法律第 160号）第 5条の 2に規定する施設をいう。以

下同じ）に設置されるちゅう房施設（業務の用に供する部分の総床面積（以下単に「総床面

積」という）が500平方メートル未満の事業場に係るものを除く） 

66の 4 
弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供するちゅう房施設（総床面積が360平方メートル未満の

事業場に係るものを除く） 

66の 5 
飲食店（次号及び第66号の 7に掲げるものを除く） に設置されるちゅう房施設（総床面積

が 420平方メートル未満の事業場に係るものを除く） 

66の 6 

そば店、うどん店、すし店のほか、喫茶店その他の通常主食と認められる食事を提供しない

飲食店（次号に掲げるものを除く）に設置されるちゅう房施設（総床面積が 630平方メート

ル未満の事業場に係るものを除く） 

66の 7 

料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブその他これらに類する飲食店で設備を設けて客の接

待をし、又は客にダンスをさせるものに設置されるちゅう房施設 （総床面積が l，500平方

メートル未満の事業場に係るものを除く） 

67 洗たく業の用に供する洗浄施設 

68 写真現像業の用に供する自動式フィルム現像洗浄施設 
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68 の 2 

病院（医療法（昭和23年法律第 205号） 第 1条の 5第 1項に規定するものをいう。以下同

じ）で病床数が 300以上であるものに設置される施設であって、次に掲げるもの ㋑ちゅう

房施設 ㋺洗浄施設 ㋩入浴施設 

69 と畜業又は死亡獣畜取扱業の用に供する解体施設 

69の 2 

中央卸売市場（卸売市場法（昭和 46年法律第 35号） 第 2条第 3項に規定するものをいう）

に設置される施設であって、次に掲げるもの（水産物に係るものに限る） ㋑卸売場 ㋺仲

卸売場 

69の 3 

地方卸売市場（卸売市場法第 2条第 4項に規定するもの（卸売市場法施行令（昭和 46年政

令第 221号）第 2条第 2号に規定するものを除く。）をいう。）に設置される施設であって、

次に掲げるもの（水産物に係るものに限り、これらの総面積が 1，000平方メートル未満の

事業場に係るものを除く） ㋑卸売場 ㋺仲卸売場 

70 
廃油処理施設（海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第 136号） 第 3

条第 14号に規定するものをいう） 

70の 2 

自動車分解整備事業（道路運送車両法（昭和26年法律第 185号）第 77条に規定するものを

いう。以下同じ）の用に供する洗車施設（屋内作業場の総面積が 800平方メートル未満の事

業場に係るもの及び次号に掲げるものを除く） 

71 自動式車両洗浄施設 

71の 2 

科学技術（人文科学のみに係るものを除く）に関する研究、試験、検査又は専門教育を行う

事業場で環境省令で定めるものに設置されるそれらの業務の用に供する施設であって、次に

掲げるもの ㋑洗浄施設 ㋺焼入れ施設 ※環境省令で定める事業場は、次に掲げる事業場

とする。 

1．国又は地方公共団体の試験研究機関（人文科学のみに係るものを除く） 2．大学及びそ

の付属試験研究機関（人文科学のみに係るものを除く） 3．学術研究 （人文科学のみに係

るものを除く）又は製品の製造若しくは技術の改良、考案若しくは発明に係る試験研究を行

う研究所（前 2号に該当するものを除く） 4．農業、水産又は工業に関する学科を含む専

門教育を行う高等学校、高等専門学校、専修学校、各種学校、職員訓練施設又は職業訓練施

設  5．保健所 6．検疫所 7．動物検疫所 8．植物防疫所 9．家畜保健衛生所 10．検

査業に属する事業場 11．商品検査業に属する事業場 12．臨床検査業に属する事業場 13．

犯罪鑑識施設 

71の 3 
一般廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （昭和 45年法律第 137号）第 8

条第 1項に規定するものをいう）である焼却施設 

71の 4 

産業廃棄物処理施設 （廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15条第 1項に規定するものを

いう）のうち、次に掲げるもの ㋑廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政

令第 300号）第 7条第 1号、第 3号から第 6号まで、第 8号又は第11号に掲げる施設であっ

て、国若しくは地方公共団体又は産業廃棄物処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第 2条第 4項に規定する産業廃棄物の処分を業として行う者（同法第 14条第 4項ただし書の

規定により同項本文の許可を受けることを要しない者及び同法第14条の4第4項ただし書の

規定により同項本文の許可を受けることを要しない者を除く）をいう）が設置するもの ㋺

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第7条第 12号から第 13号までに掲げる施設 

71の 5 
トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレン又はジクロロメタンによる洗浄施設（前各号

に該当するものを除く） 

71の 6 
トリクロロエチレン又はテトラクロロエチレン又はジクロロメタンの蒸留施設（前各号に該

当するものを除く） 

72 
し尿処理施設（建築基準法施行令第 32条第 1項の表に規定する算定方法により算定した処

理対象人員が500人以下のし尿浄化槽を除く） 

73 下水道終末処理施設 

74 
特定事業場から排出される水（公共用水域に排出されるものを除く）の処理施設（前 2号に

掲げるものを除く） 
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（ダイオキシン類対策特別措置法関係） 

1 
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）の製造の用に

供する塩素又は塩素化合物による漂白施設 

2 カーバイド法のアセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設 

3 硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

4 アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

5 
担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る。）の用に供する焼成炉か

ら発生するガスを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

6 塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設 

7 
カプロラクタムの製造（塩化ニトロシルを使用するものに限る。）の用に供する施設のうち、

次に掲げるもの ㋑硫酸濃縮施設 ㋺シクロヘキサン分離施設 ㋩廃ガス洗浄施設 

8 
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

㋑水洗施設 ㋺廃ガス洗浄施設 

9 
四－クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

㋑ろ過施設 ㋺乾燥施設 ㋩廃ガス洗浄施設 

10 
二・三－ジクロロ－一・四－ナフトキノンの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるも

の ㋑ろ過施設 ㋺廃ガス洗浄施設 

11 

八・十八－ジクロロ－五・十五－ジエチル－五・十五－ジヒドロジインドロ[三・二－ｂ：

三’・二’－m]トリフェノジオキサジン（別名ジオキサジンバイオレット。㋩において単に

「ジオキサジンバイオレット」という。）の製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの

㋑ニトロ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設 ㋺ニトロ化誘導体洗浄施設及び還元

誘導体洗浄施設 ㋩ジオキサジンバイオレット洗浄施設 ㋥熱風乾燥施設 

12 
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガ

スを処理する施設のうち、次に掲げるもの ㋑廃ガス洗浄施設 ㋺湿式集じん施設 

13 

亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集

められたものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

㋑精製施設 ㋺廃ガス洗浄施設 ㋩湿式集じん施設 

14 

担体付き触媒（使用済みのものに限る。）からの金属の回収（ソーダ灰を添加して焙燃炉で

処理する方法及びアルカリにより柚出する方法（焙燃炉で処理しないものに限る。）による

ものを除く。）の用に供する施設のうち、次に掲げるもの 

㋑ろ過施設 ㋺精製施設 ㋩廃ガス洗浄施設 

15 

 

別表第 1第 5号に掲げる廃棄物焼却炉から発生するガスを処理する施設のうち次に掲げる

もの及び当該廃棄物焼却炉において生ずる灰の貯留施設であって汚水又は廃液を排出する

もの ㋑廃ガス洗浄施設 ㋺湿式集じん施設《参考：別表第 1第 5号 廃棄物焼却炉であ

って、火床面積（廃棄物の焼却施設に 2以上の廃棄物焼却炉が設置されている場合にあっ

ては、それらの火床面積の合計）が 0．5平方メートル以上又は焼却能力（廃棄物の焼却施

設に 2以上の廃棄物焼却炉が設置されている場合にあっては、それらの焼却能力の合計）

が 1時間当たり50キログラム以上のもの》 

16 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第 7条第 12 号の 2

及び第 13 号に掲げる施設《参考：第 7条第 12 号の 2 廃 PCB 等又は PCB 処理物の分解施

設、第 13号 PCB汚染物又は PCB処理物の洗浄施設又は分離施設》 

17 

フロン類（特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令（平成 6年政令第

308 号）別表 1の項、3の項及び 6の項に掲げる特定物質をいう。）の破壊（プラズマを用

いて破壊する方法その他環境省令で定める方法によるものに限る。）の用に供する施設のう

ち、次に掲げるもの ㋑プラズマ反応施設 ㋺廃ガス洗浄施設 ㋩湿式集じん施設 
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18 
下水道終末処理施設（第 1 号から前号まで及び次号に掲げる施設に係る汚水又は廃液を含

む下水を処理するものに限る。） 

19 

第 1号から第14号までに掲げる施設を設置する工場又は事業場から排出される水（第 1号

から第14号までに掲げる施設に係る汚水若しくは廃液又は当該汚水若しくは廃液を処理し

たものを含むものに限り、公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施設（前号に掲げ

るものを除く。） 
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2. 排水設備設置の事務等の流れ 
 

 公共下水道の工事の説明から排水設備の使用開始までの事務手続き等の一般的な手順を（参）図 2－1

に示すとおりである。 

 

        （参）図 2－1 排水設備設置の事務等の流れ（参考） 
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 また、これらに用いる申請書等の書類の例を８章様式例 1～16（Ｐ．152～）に示した。 

 なお、｢法｣は｢下水道法｣、｢令｣は｢下水道法施行令｣、｢条例｣は｢広島市下水道条例｣、｢規則｣は｢広島市

下水道法施行規則｣を示す。 

(１) 公共下水道工事説明会等 

工事の目的として、浸水の防除、水洗化による便益及び生活環境の改善等の説明のほか、工事

完了後には遅滞なく排水設備を設置し、その土地の下水を公共下水道へ流入させなければならな

いことを説明する。 

    また、その整備地域の下水の排除方式(合流式・分流式)による排水設備の設置方式の概要と、 

   宅地最終ますの設置位置を確定する必要があることを説明するとともに、今後の事務手続きにつ

いて、理解と協力がえられるように努める。 

(２) 工事着手 

    工事に先立って、宅地最終ますの設置位置を確認し、工事の手戻り等が生じないよう留意する。 

(３) 排水設備設置についてのパンフレット配付等 

    工事の完了に伴い公共下水道の供用を開始すること、排水設備を設置しなければならないこと、 

   指定工事店制度や貸付制度等を記載しているパンフレットを供用開始の 7～10日前に該当する家 

   屋に配付する。 

    法第 10条    (排水設備の設置等) 

    法第 11条の 3  (水洗便所の改造義務等) 

    条例第 5条 (排水設備の設置) 

    水洗便所設備資金貸付 

    私道内排水設備布設工事費補助金交付 

    受益者負担金 

    下水道使用料 

(４) 供用開始の公示 

    公共下水道管理者(広島市長)は、公共下水道の供用及び処理を開始しようとするときは、供用 

   及び処理を開始すべき年月日、下水を排除すべき区域等を公示する。 

    法第 9条   (供用開始の公示等) 

(５) 私道排水設備の設置 

    下水を排除すべき区域内に私道があり、これを経由して公共下水道へ流入させなければならな 

   い土地にあっては、その設置義務者は、その敷地内の排水設備の設置と同時に、あるいは、それ

に先立って、私道内に排水設備を設けなければならない。 

    なお、この私道内の排水設備を複数の設置義務者が使用することとなる場合には、これを共同 

   して施行することとなる。(同一私道内に個々の義務者より単独の排水設備を複数設置することは

好ましくない。) 

この共同して施行すべき私道排水設備も、後述する(６)及び(７)の手続きが必要である。 

(６) 指定工事店の選定及び工事施工等の依頼 

設置義務者は、指定工事店(くみ取り便所の水洗化改造工事や排水設備の設置及び構造の技術的

水準を確保するため工事店の指定制度)の中から排水設備の設置に係る工事を行う者を選定し、工

事契約をし、施工等を依頼する。 

    法第 10条  (排水設備の設置等) 

    令第 8条  (排水設備の設置及び構造の技術上の基準) 

    規則第 5条 (排水設備の設置及び構造に関する基準) 

(７) 計画確認申請 

設置義務者から施工依頼を受けた指定工事店は、あらかじめ、その計画が排水設備等の設置及

び構造に関する法令の規定に適合するものであることについて、確認を受けるため、公共下水道

管理者(広島市長)に申請を行う。 

    条例第 7条 (排水設備の計画の確認) 



- 246 - 

 

    規則第 6条 (排水設備の計画の確認申請等) 

(８) 確認通知 

申請を受けた公共下水道管理者(広島市長)は、その計画が法令の規定に適合するか否かについ

て審査するとともに、支障ないと認められたときは、確認の通知をする。 

(９) 工事完了検査 

排水設備の工事が完了したときは、その設備が法令の規定に適合することについて、広島市の

職員の検査を受けなければならない。 

    法第 13 条 (排水設備の検査) 

    条例第 9条 (排水設備の工事の検査) 

    規則第 7条 (検査員) 
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3. 屋内排水設備の管径決定 
 

１．排 水 管 

  排水管の管径は、器具排水負荷単位による方法(以下｢器具単位法｣という。)と、次の基本的事項(基

本則)によって定める。 

① 衛生器具の器具トラップの口径は、表 2－9（Ｐ．28）のとおりとする。(第 2 章、第 1 節（Ｐ．

22～）を参照。)器具排水管の管径は器具のトラップの口径以上で、かつ 30㎜以上とする。 

 ② 排水管は、立て管、横管いずれの場合も排水の流下方向の管径を縮小しない。ただし、大便器の

排水口に口径100㎜×75㎜の径違い継手を使用する場合は、管径の縮小とは考えない。 

 ③ 排水横枝管の管径は、これに接続する衛生器具のトラップの最大口径以上とする。 

 ④ 排水立て管の管径は、これに接続する排水横枝管の最大管径以上とし、建物の最下部における最

も大きな排水負荷を負担する部分の管径と同一管径とする。 

 ⑤ 地中又は地階の床下に埋設する排水管の管径は、50㎜以上が望ましい。 

 ⑥ 各個通気方式又はループ通気方式の場合、排水立て管のオフセットの管径は、次のとおりとする。 

  ⅰ 排水立て管に対して 45°以下のオフセットの管径は、垂直な立て管とみなして定めてよい。 

  ⅱ 排水立て管に対して 45°を越えるオフセットの場合の各部の管径は、次のとおりとする。 

   ⅰ) オフセットより上部の立て管の管径は、そのオフセットの上部の負荷流量によって、通常の

立て管として定める。 

   ⅱ) オフセットの管径は、排水横主管として定める。 

   ⅲ) オフセットより下部の立て管の管径は、オフセットの管径と、立て管全体に対する負荷流量

によって定めた管径を比較し、いずれか大きいほうとする。 

 ⑦ 排水管の勾配は表 2－2（Ｐ．24）のとおりとする。(第 2章、第 1節（Ｐ．22～）を参照。) 

 

(１) 器具単位法 

  ① 管径決定の手順 

   ア．管径を求める排水管に接続している衛生器具の器具排水負荷単位(drain fixture unit,記号 

としてＤＦＵで表す。)を表 2－3（Ｐ．25）より求め、合計する。 

   イ．器具排水負荷単位の合計から、排水横枝管及び排水立て管の管径を表 2－4（Ｐ．26）より求

め、排水横枝管の管径は表 2－6（Ｐ．27）より求める。 

  ② 例 題 

    （参）図 3－1,2に示すように各階(5階)に共通に便所を設置するものとして、排水横枝管、排

水立て管及び排水横主管の管径を定める。 

    大便器はフラッシュバルブ(洗浄弁)式、小便器は壁掛けストール形、掃除用流しのトラップ口

径は 75㎜とする。 

   ア．横支管 

   (A) 部 洗面器 4個 

       表 2－3（Ｐ．25）より、洗面器の器具排水負荷単位(以下｢排水負荷単位｣という。)は 

1〔ＤＦＵ〕であるから、 

       1〔ＤＦＵ〕×4＝4〔ＤＦＵ〕 

       表 2－4（Ｐ．26）より、排水横枝管の受け持ちうる許容最大排水単位 6に対する管径は

50㎜である。 

       よって、Ｄ(A)＝50㎜とする。 

        勾配は、第 2章、第 1節、表 2－2（Ｐ．24）の最小勾配とする。 

        δ(勾配)＝1／50 

   (B) 部 

        (A)以外の流入がないため、(A)と同じになる。 
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        Ｄ(B)＝Ｄ(A)＝50㎜、δ＝1／50 

        以下の記述から単位を省略する。 

   (C) 部 女子大便器 3個、 掃除流し 1個 

       表 2－3（Ｐ．25）より、大便器及び掃除流しの排水負荷単位は、それぞれ 8と 3である

から 

       合計排水負荷単位＝8×3＋3×1＝27 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(C)＝100、δ＝1／50 

   (D) 部  

       合計排水負荷単位＝(B)＋(C)＝4＋27＝31 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(D)＝100、δ＝1／50 

   (E) 部 小便器 5個 

       合計排水負荷単位＝4×5＝20 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(E)＝75、δ＝1／50 

   (F) 部 洗面器 3個 

       合計排水負荷単位＝1×3＝3 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(F)＝40、δ＝1／50 

   (G) 部  

       (F) 以外の流入がないため、 

       Ｄ(G)＝Ｄ(F)＝40㎜、δ＝1／50 

     (H) 部 

              合計排水負荷単位＝(E)＋(G)＝20＋3＝23 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(H)＝100、δ＝1／50 

   (I) 部 男子大便器 3個、 掃除流し 1個 

       合計排水負荷単位＝8×3＋3×1＝27 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(I)＝100、δ＝1／50 

   (J) 部 

              合計排水負荷単位＝(H)＋(I)＝23＋27＝50 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(J)＝100、δ＝1／50 

   (K) 部 

              合計排水負荷単位＝(D)＋(J)＝31＋50＝81 

       表 2－4（Ｐ．26）より、Ｄ(K)＝100、δ＝1／50 

   イ．立て管 

   (L) 部 

     5階分の合計排水負荷単位＝(K)×5＝81×5＝401 

図 2－38（Ｐ．51）より、ブランチ間隔は 4である。表 2－4（Ｐ．26）より、階数 3を超え

る場合の1立て管に対する排水負荷単位の合計500(←405)及び1階分又は1ブランチ間隔の排

水負荷単位の合計90(←81)に対し、それぞれ管径 100㎜が求められる。 

従って、Ｄ(L)＝100とする。 

   ウ．横主管 

   (M) 部 

     合計排水負荷単位は(L)に同じ 405 

表 2－6（Ｐ．27）より管径及び勾配を求める。勾配 1／96 は、実用上 1／100 とみなしてさ

しつかえないので、 

     Ｄ(M)＝150、δ＝1／100とする。 

     以上の結果をまとめて、(参)表 3－2に示す。 
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２．通気管 

 通気管の管径は、排水管と同じく器具単位法と次の基本的事項(基本則)とによって定める。 

 ① 最小管径は、30㎜とする。ただし、排水槽に設ける通気管の管径は 50㎜以上とする。 

 ② ループ通気管の場合は、次のとおりとする。 

  ⅰ ループ通気管の管径は、排水横枝管と通気立て管とのうち、いずれか小さいほうの管径の 1／2

より小さくしない。 

  ⅱ 排水横枝管の逃がし通気管の管径は、接続する排水横枝管の 1／2より小さくしない。 

 ③ 伸頂通気管の管径は、排水立て管の管径より小さくしない。 

 ④ 各個通気管の管径は、接続する排水管の管径の 1／2より小さくしない。 

 ⑤ 排水立て管のオフセットの逃がし通気管の管径は、通気立て管と排水立て管とのうち、いずれか

小さいほうの管径以上とする。 

 ⑥ 結合通気管の管径は、通気立て管と排水立て管とのうち、いずれか小さいほうの管径以上とする。 

(１) 器具単位法 

  ① 管径決定の手順 

   ア．管径を求める通気管が受け持つ排水管の器具排水負荷単位(以下｢排水負荷単位｣という。)の

合計を求める。 

   イ．通気管の長さを求める。長さは実長とし、次のとおりとする。 

   ⅰ) ループ通気管では、分岐横枝管の会合点より下流側の部分は最も長い経路の通気管の長さと

する。 

   ⅱ) 通気立て管では、始点から伸頂通気管への接続点までとする。伸頂通気管へ接続しないで、

単独に大気へ開口する場合は、始点から、大気開口部までとする。 

   ⅲ) 通気主管(通称ヘッダ)は、通気管の大気開口部から最も遠い通気立て管の始点までとする。 

   ウ．排水管の管径、排水負荷単位及び通気管の長さから、ループ通気管の管径を表 2－14（Ｐ．

53）より、通気立て管及び通気主管(通称ヘッダ)の管径を表 2－13（Ｐ．52）より求める。 

  ② 例題 

    (参)図 3－2の系統図に示す通気管の管径を求める。 

   ア．ループ通気管 a～i 

     (a)部 

      (a)部の設計条件は次のとおりである。 

      ループ通気管(a)の受け持つ排水管：(A)(B) 

      排水管の管径          ：Ｄ(A)＝Ｄ(B)＝50[㎜] 

      排水負荷単位          ：4[ＤＦＵ] 

      通気管の長さ          ：10.5[m] 

       表 2－14（Ｐ．54）から、排水横枝管の管径 50[㎜]に対して、排水負荷単位12、最大許

容横走配管長12[m]が求められる。各数値は、上記の条件を満たすので、 

       Ｄｖ＝50[㎜]とする。 

       以下の記述から単位を省略する。 

     (b)部 

      (b)の受け持つ排水管：(C) 

      排水管の管径          ：Ｄ(C)＝100 

      排水負荷単位          ：27 

      通気管の長さ          ：6.0 

      表 2－14（Ｐ．53）から、Ｄｖ＝65 

 

 

 

 



- 250 - 

 

    (C)部 

(C)の受け持つ排水管：(D) 

      排水管の管径          ：Ｄ(D)＝100 

      排水負荷単位          ：31 

      通気管の長さ          ：(A)＋(C)＝10.5＋0.5＝11.0 

                    (通気管の最長延長) 

      表 2－14（Ｐ．53）から、Ｄｖ＝75 

     以下同様にして iまでの管径を求めると、(参)表 3－1に示すとおりとなる。 

   イ．通気立て管(j) 

      (j)の受け持つ排水管：(M) 

      排水管の管径          ：Ｄ(M)＝150 

      排水負荷単位          ：405 

      通気管の長さ          ：19 

      表 2－13（Ｐ．52）より、排水管の管径 100、排水負荷単位 500、最大許容配管長 21 に対

する通気管の管径は、65㎜と求めることができる。 

      排水横主管の管径はＤ(M)＝150であるから、Ｄ(j)＝65<150×1／2＝75となり基本則を満

足しない。 

      よって、Ｄ(j)＝75とする。 

   ウ．伸頂通気管(k) 

     通気立て管と同様に求める。 

     (k)の受け持つ排水管：(L) 

     排水管の管径          ：Ｄ(L)＝100 

     排水負荷単位          ：405 

     通気管の長さ          ：(L)＋(k)＝16＋4＝20 

     表 2－13（Ｐ．52）より、通気管の管径は、65㎜となるが、基本則から排水立て管の管径Ｄ

(L)＝100と同じとする。 

   エ．通気主管(l) 

          (l)の受け持つ排水管：(L) 

     排水管の管径          ：Ｄ(L)＝100 

     排水負荷単位          ：405 

     通気管の長さ          ：(L)＋(k)＋(l)＝16＋4＋6＝26 

     表 2－13（Ｐ．52）より、通気管の管径は 75㎜となるが、伸頂通気の管径Ｄ(k)＝100㎜と同

径とする。 

   以上、排水管及び通気管の管径を器具単位法から求めた。この結果をまとめて(参)表 3－2に示す。 

 

３．雨水管 

 (１) 管径決定の手順 

  ① 屋根面積を求める。屋根面積はすべて水平に投影した面積とする。 

  ② 屋根面積から、表 2－7（Ｐ．27）より雨水立て管の管径及びルーフドレンの口径を、また表 2

－8（Ｐ．27）より雨水横管の管径を求める。 

    ただし、表2－7（Ｐ．27）及び表 2－8（Ｐ．27）の許容最大屋根面積は雨量 100㎜／hを基礎

として算出したものであるので、これ以外の設計雨量のときは、屋根面積に(設計雨量／100)を乗

じて 100㎜／h当たりの屋根面積に換算して管径を求める。 

  ③ 正方形又は長方形の雨水立て管は、接続している流入管の断面積以上とし、内面の短辺をもっ

て相当管径とする。また、表 2－8（Ｐ．27）の許容最大屋根面積に雨水立て管の長辺／短辺を乗

じたものを許容最大屋根面積とする。 
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 (２) 例題 

    (参)図 3－3に示す雨水管の管径を求める。最大降水量を100㎜／hとし、ルーフドレンは屋根

面積を等分に負担するものとする。 

  (A) 設計雨量は集中豪雨を考慮して最大降水量＝100[㎜／h]、屋根面積は 2箇所のルーフドレンで

分担するから、(30×18)／2＝270[㎡]、表 2－7（Ｐ．27）より管径は100㎜となる。 

(B) (A)の屋根面積 270㎡から表 2－8（Ｐ．27）よりこう配 1／100とすると管径は 125㎜となる。 

(C) (C)の屋根面積は、2箇所のルーフドレンで分担するから、30×5／2＝75[㎡]表 2－7（Ｐ．27）

より管径 65㎜となる。 

  (D) (B)と(C)の雨水を受けるから雨水 100 ㎜／h に換算した屋根面積は 270＋75＝345[㎡]表 2－8

（Ｐ．27）からこう配 1／100とすると管径は125㎜となる。 

      (参)表 3－1 通気管の管径計算結果（器具単位法） 

通 気 管 
受持つ 

排水管 

排水管 

管 径 

(呼び） 

器具排水負 

 

荷単位合計 

通 気 管 の 長 さ 

 

           〔ｍ〕 

管  径 

 

(呼び) 

補正管径 

 

（呼び） 

ループ通気管(a) 

      (b) 

      (c) 

      (d) 

      (e) 

      (f) 

      (g) 

      (h) 

      (i) 

(A)(B) 

 (C) 

 (D) 

 (I) 

 (D)(I) 

 (E) 

 (F)(G) 

 (H) 

 (K) 

   50 

100 

100 

100 

100 

   75 

   40 

100 

100 

     4 

27 

31 

27 

58 

20 

     3 

23 

81 

 10.5 

     6.0 

10.5+0.5=11.0 

     8.0 

10.5+0.5+1.3=12.3 

     8.0 

     3.5 

 8.0+3.5=11.5 

10.5+0.5+1.3+1.8=14.1 

 50 

 65 

 75 

 75 

 75 

 65 

 40 

 75 

 75 

 

通気立て管  (j)  (M) 150    405          19   65     75 

伸頂通気管  (k)  (L) 100    405     16+4=20   65 100 

通気主管    (l)  (M) 150    405   16+4+6=26   75 100 
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(参)表 3－2 例題計算結果（まとめ）〔器具単位法〕 

排   水   管 通  気  管 

経 路 
管 径 

 (㎜) 
勾 配 経 路 

管 径 

 (㎜) 

(A) 

(B) 

(C) 

(D) 

(E) 

(F) 

(G) 

(H) 

(I) 

(J) 

(K) 

(L) 

(M) 

50 

50 

100 

100 

75 

40 

40 

100 

100 

100 

100 

100 

150 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

1/50 

 

1/100 

  (a) 

  (b) 

  (c) 

  (d) 

  (e) 

  (f) 

  (g) 

  (h) 

  (i) 

  (j) 

  (k) 

  (l) 

 

   50 

   65 

   75 

   75 

   75 

   65 

   40 

   75 

   75 

   75 

  100 

  100 

 

 

 

 

 

（参）図 3－1 平面図 
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（参）図 3－2 各階系統図 

 

 

（参）図 3－3 雨 水 管 
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4. グリース阻集器の選定- 
 

 グリース阻集器の選定に当たっての基準として、SHASE-S217-2016を参考に示す。 
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5. 雨水貯留施設 
１．貯留施設 

  雨水貯留施設の選定にあたっては、その水域全体での水管理計画が基本となる。大規模な宅地造成 

や新市街地が開発される場合などでは、雨水流出量の増大による下水道施設への流下能力低下対策と 

して雨水調整地を設置することが浸水対策として有効な方法である。また、小規模なダム、掘込みに

よるものや管きょ内貯留等による貯留施設については周辺地域の実情及び土地利用状況並びに利用計

画に応じた貯留施設を選定することが望ましい。 

  雨水流出量の抑制方法の分類を（参）図5－1に示す。 

 

（参）図 5－1 雨水流出量の抑制方法の分類 
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２．貯留施設の施工例(参考) 

 ① 一般家庭及び小規模宅地において廃止した浄化槽等を利用し、雨水の貯留施設として利用したも

のなど。 

 

（参）図 5－2 浄化槽からの転用施設 

 

 

 

（参）図 5－3 雨水簡易貯留施設        （参）図 5－4 地下浸透施設 
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6. マニング式による流速・流量表 

(1) 硬質塩化ビニル管（満管流時） 
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(2) 陶管・鉄筋コンクリート管（満管流時） 
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(3) Ｕ形側溝（8割水深時） 
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7. 規 格 等 一 覧 
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8. 用語の説明 
 

【あ行】 

  あふれ縁 

    衛生器具又はその他の水使用機器の場合はその上縁において、タンク類の場合はオーバーフロ

ー口において水があふれ出る部分の最下端をいう。 

  インバート 

    下水の流下を円滑にするため、ます及びマンホール等の底部に設けた凹形の導水路をいう。 

  雨水管 

    雨水を排除するための管をいう。 

  雨水立て管 

    ルーフドレンや雨どいからの雨水を雨水ます等へ導く、鉛直又は鉛直と 45°以内の角度で設け

る管をいう。 

  雨水ます 

    雨水管の会合点、中間点及び屈曲する箇所に設けるますで、下水道施設へ土砂が流入すること

を防止するため、ます底部に泥だめを設けたものをいう。 

  衛生器具 

    水を供給するために、液体もしくは洗浄されるべき汚物を受け入れるために、又はそれを排出

するために設けられた給水器具・水受け容器・排水器具及び付属品をいう。 

  汚水 

    一般家庭、事務所、事業所(耕作の事業を除く。)、工場等からの生活、営業及び生産の活動に

よる排水をいう。ただし、屋内排水設備では、｢雑排水｣と区分して、し尿を含んだ排水を｢汚水｣

という。 

  汚水管 

    汚水を排除するための管をいう。 

  汚水ます 

    汚水管の会合点、中間点及び屈曲する箇所に設けるますで、汚水が円滑に流下するよう半円状

のインバートを設けたものをいう。 

  オフセット 

    配管経路を平行移動する目的で、エルボ又はベンド継手で構成されている移行部分をいう。 

 

【か行】 

  返し通気管 

    器具の通気管を、その器具のあふれ縁より高い位置に一度立ち上げそれから折り返して立ち下

げ、その器具排水管が他の排水管と合わさる直前の横走部へ接続するか、又は床下を横走りして

通気立て管へ接続するものをいう。(器具の通気管を、その器具のあふれ縁より高い位置に立ち上

げたまま通気立て管に接続できないような場合に用いられる。) 

  各個通気管 

    1 個のトラップを通気するため、トラップの下流から取り出し、その器具よりも上方で通気系

統へ接続するか、又は大気中に開口するように設けた通気管をいう。 

  合併槽 

    汚水及び雑排水を合わせて貯留するための排水槽をいう。 

  管きょ延長 

    管路延長からマンホール(ます)の内のり寸法を除いた延長をいう。 
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  間接排水 

    食品関係、洗濯関係及び医療関係の機器等は、排水管の詰まりなどにより排水が逆流したとき

衛生上危険な状態になることがある。また、トラップの封水が破れたとき有害なガス等が侵入す

ることがあるので、これらの排水は、排水管と直結して排出することをせず、一度、大気中に開

放して、所要の排水空間をとって、間接排水用の水受け容器に排出させる。このような排水方法

を間接排水という。 

  管頂接合 

    上流管と下流管の管頂(内面上端)を一致させる接合をいう。 

  管中心接合 

    上流管と下流管の管中心を一致させる接合をいう。 

  管底高 

    水準基準面から管の内面下端までの高さをいう。 

  管底接合 

    上流管と下流管の管底を一致させる接合をいう。 

  管路延長 

    マンホール(ます)とマンホール(ます)の中心間の距離をいう。 

  器具排水管 

    衛生器具に付属又は内蔵するトラップに接続する排水管で、トラップから他の排水管までの間

の管をいう。 

  器具排水負荷単位による方法（器具単位法） 

    屋内排水設備の排水管、通気管及び雨水管の管径決定法の一つで、ある器具の排水量を標準器

具(洗面器)排水量(28.5ℓ /分)で除し、それに器具の同時使用率、器具の種別による使用頻度、使

用者の種類などを考慮し、洗面器の単位を 1として定めた単位を用いて管径を決定する方法をい

う。 

  供用開始の公示 

    公共下水道管理者が下水を排除することができる地域について、あらかじめその供用を開始す

べき年月日等の公示を行うことをいう。 

  供用通気管 

    背中合わせ、又は並列に設置した衛生器具の器具排水管の交点に接続して立ち上げ、その両器

具のトラップの封水を保護する 1本の通気管をいう。 

  計画下水量 

    下水道の施設の容量を定めるために用いる下水量をいい、計画汚水量及び計画雨水量がある。 

  計画時間最大汚水量 

    計画の目標年次において、1 時間当たりの汚水流出量として最大となる計画圧汚水量をいい、

地下水量及び工場排水量を含む。管路、ポンプ場等の計画に用いる。 

  下水 

    汚水及び雨水を総称していう。 

  下水道 

    下水を排除するために設ける、管きょ、その他の排水施設と、これに接続して下水を処理する

ために設ける処理施設(浄化槽を除く。)又はこれらの施設を補完するために設けるポンプ施設そ

の他の施設の総体を言う。(下水道法第 2条第 2号（Ｐ．187）参照。) 

  結合通気管 

    排水立て管内の圧力変化を防止または緩和するために排水立て管から分岐して立ち上げ、通気

立て管へ接続する通気管をいう。 

  降雨強度 

    目的とする時間(5、10、15、60 分等)当たりの降雨量を 1 時間当たりの降雨量(㎜)に換算した

ものをいう。 
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  公共下水道 

    主として市街地における下水を排除し、又は処理するために、地方公共団体が管理する下水道

をいう。(下水道法第 2条第 3号（Ｐ．187）参照。) 

  工場・事業場排水 

    工場・事業場の生活活動により生じた排水で、これらの中には、そのまま排出されると、下水

道施設の機能低下又は損傷あるいは処理場からの放流水の水質を悪化させたりするものがある。

これらの排水を、一般の排水と区別して工場・事業場排水という。 

  合理式 

    降雨強度曲線を選定し、降雨の継続時間、流達時間等を吟味して計画雨水量を算出する式をい

う。 

  合流管 

    汚水と雨水を合わせて排除するための管をいう。 

  合流式 

    汚水及び雨水を同一の管きょで排除する方式をいう。 

  小型マンホール 

    点検及び清掃用具機器の搬出入に用いる内径 60～30ｃｍのマンホール。材質としては、鉄筋コ

ンクリート製、レジンコンクリート製、硬質塩化ビニル製がある。近年、維持管理器具の小型化

等と相まってコスト縮減施策として将来延伸が見込まれない管きょの起点や中間点等に採用が多

くなっている。 

 

【さ行】 

  サイホン作用 

    トラップ封水がサイホンの原理により流下することをいう。器具自身の排水によって生ずる自

己サイホン作用と、他の器具の封水による負圧によって生ずる誘導サイホン作用がある。 

  雑排水 

    ちゅう房その他の設備から排除されるし尿を含まない排水をいう。 

  実験式 

    計画雨水量を算出するための経験公式をいう。 

  指定工事店制度 

    排水設備の設置に際し、構造等の技術上の基準を確保するために地方公共団体が条例によって

排水設備に関する工事の設計及び施工を行う工事店を指定する制度をいい、この工事店には一定

の資格を有する責任技術者が専属していなければならないとされている。 

  湿り通気管 

    2個以上のトラップを保護するため、器具排水管と通気管を兼用する部分をいう。 

  受託制度 

    公共下水道管理者が、排水設備の設置義務者から工事を受託し、自ら行う制度をいう。 

  浄化槽 

    便所と連結してし尿、又はし尿と雑排水とを処理する設備又は施設をいう。この浄化槽は下水

を微生物の働きによって腐敗及び酸化分解し衛生的に無害な水にして放流する。 

  除害施設 

    工場や事業場からの排水のうち、下水道の施設の機能を低下又は損傷したり、処理場からの放

流水の水質を悪化させるおそれのあるものを処理する施設をいう。 

  処理区域 

    公共下水道により下水を排除することができる地域のうち、排除された下水を終末処理場によ

り処理を開始することができる旨公示された区域をいう。 

  伸頂通気管 
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    最上部の排水横管が排水立て管に接続した点よりもさらに上方へその排水立て管を立ち上げこ

れを通気管に使用する部分をいう。 

  浸透管（浸透トレンチ） 

    掘削した溝に砕石を充塡し、さらにこの中に浸透ますと連結された有孔管等を設置することに

より雨水を導き、砕石の側面及び底面から地中へ浸透させる施設をいう。 

  浸透側溝 

    側溝の周辺を砕石で充塡し、雨水を側面及び底面から地中へ浸透させる施設をいう。 

  浸透性平板（浸透性ブロック） 

    透水性のコンクリート平板及び目地を通して雨水を地中へ浸透させる機能をもつ舗装をいう。 

  浸透ます 

    透水性のますの周辺を砕石で充塡し、集水した雨水を側面及び底面から地中へ浸透させる施設

をいう。 

  浸透マンホール 

    底面や側面に有孔があるものや透水性の空隙を有するもので、浸透ますより規模の大きい施設

をいう。 

  水 封 

    トラップに水を蓄えて、排水管などからの臭気・下水ガス・衛生害虫などが室内に侵入するの

を防止することをいう。 

  水面接合 

    上流管と下流管の計画水位を水理学的に一致させる接合をいう。 

  水理特性曲線 

    管渠内の流水状態は、断面の形状や水深の程度に応じて、流速及び流量が変化する。この関係

を表した曲線をいう。 

  節水形便器 

    洗浄、排水、封水などの機能を維持しながら 1回当たりの使用洗浄水量を減らして節水を図っ

た便器をいう。 

  設置義務者 

    公共下水道の供用が開始されると、当該地域の建物の所有者、土地の所有者、公共施設の管理

者等は、排水設備を設置しなければならない。これらの所有者や管理者を設置義務者という。 

  掃除口 

    屋内排水管の詰まり、あるいは流れが悪くなった場合、管内を容易に掃除できるように適切な

位置に、また屋外排水管の会合点や屈曲点等でますを設置することが困難な場合、排水管の保守

点検を容易にするための開閉口をいう。 

  阻集器 

    排水中に含まれる有害・危険な物質、望ましくない物質又は再利用できる物質の流下を阻止、

分離、収集して、残りの水液のみを自然流下により排水できる形状・構造をもった器具又は装置

をいう。 

  側 溝 

    道路の側方に設置し、路面の雨水をますに導く開きょをいう。 

 

【た行】 

  対策降雨処理能力 

    雨水を排除することが可能な時間当りの降雨量をいう。 

  宅地内最終ます 

    宅地内等からの排水を、公共下水道に取り入れるますで、原則として同一敷地内に汚水・雨水

ますを 1ヵ所とし、官民境界より 1m以内の私有地に設置するとともに維持管理に支障のない場所

とする。 
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段差接合 

    上流管と下流管の管底に段差を設ける接合をいう。 

通 気 

    排水系統において、排水を円滑にし、かつ排水によって生ずる気圧変動からトラップの封水を

保護する目的で空気を流通させること、又はタンク類において水位変化によって生ずる気圧変動

を調整する目的で空気を流通させることをいう。 

通気管 

    排水系統又はタンク類において通気のために設ける管をいう。 

通気立て管 

    排水系統のいずれの箇所も空気の循環が円滑に行われるように設けられた縦の通気管をいう。 

通気主管（通気ヘッダ） 

    通気立て管及び伸頂通気管を大気中に開口する前に、これらの管を 1本にまとめた管寄せ部分

をいう。 

定常流量法 

    屋内排水設備の排水管、通気管及び雨水管の管径決定法の一つで、衛生器具の使用頻度と器具

排水特性による排水管の負荷の変動を正確に把握し、統計的手法により負荷流量を予測し、管径

の決定をする方法である。 

  ディスポーザ 

    野菜くず等の生ごみを水とともに破砕するための装置。ディスポーザを用いた方式には、生ご

みを破砕して水と一緒に直接下水道に流し込む「ディスポーザを単体で使用すること」と生ごみ

をディスポーザで破砕後、排水処理部で処理し下水道へ接続する「ディスポーザ排水処理システ

ム」がある。 

透水性シート 

    浸透施設設置のため掘削した地山と砕石との間又は浸透製品との境に設置するもので腐食しに

くい化学繊維等でできているシートをいう。 

土かぶり 

    地表面から、埋設する管きょの天端までの深さをいう。 

トラップ 

    水封の機能によって排水管又は公共下水道からガス、臭気、衛生害虫などが排水管及び器具を

経て屋内に侵入するのを阻止するために設ける器具又は装置をいう。また衛生器具等の器具に接

続して設けるトラップを器具トラップという。 

トラップます 

    衛生器具には原則として器具トラップを設けることとされているが、既設の衛生器具等におい

て、トラップの取り付けが困難な場合、食堂・生鮮食料品取扱所で残渣物が排水に混入し、公共

下水道に支障をきたすおそれのある場合、合流式下水道において雨水排水系統からの臭気の発散

を阻止する場合等に設けるトラップを有するますをいう。 

トラップのウエア 

    トラップ下流のあふれ面の下端をいう。 

取付け管 

    汚水ます又は雨水ますと下水道本管とを接続するために布設する管をいう。 

泥だめ 

    下水道施設へ土砂が流入することを防止するため、雨水ますの底部を取付管の管低より低くし

て土砂等がたまるようにしたものをいう。泥だめ深さは通常 15cm以上とする。 

ドロップます 

    屋外排水設備に用いるますのうち、上流・下流の排水管の落差が大きいか所に設けるますをい

う。 
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【な行】 

逃し通気管 

    排水・通気両系統間の空気の流通を円滑にするために設ける通気管をいう。 

二重トラップ 

    汚水の流れの方向に直列に 2個以上のトラップを設け、その間に有効な通気管がない場合をい

い、器具トラップを有する排水管をトラップますのトラップ部に接続するような誤った例を指す。 

 

【は行】 

排 水 

    不用となり、施設の外に排出する水をいう。ただし、屋内排水設備では、「雨水」と区分して建

物内で生じるし尿を含む排水及び雑排水等を「排水」という。 

排水管 

    排水設備における排水管とは、衛生器具、医療器具、製造機器等及び敷地等からの下水を公共

下水道へ排水する管をいう。ただし、屋内排水設備では、汚水及び雑排水を排水する管を雨水管

と区分して「排水管」という。 

排水口空間 

    排水系統に直結している器具もしくは水受け容器のあふれ縁、又は排水を受ける床面と間接排

水管の管端との間の垂直距離をいう。 

排除方式 

    下水を排除するための方式をいい、分流式と合流式とがある。 

排水設備 

    排水を公共下水道に流入させるために設ける、建物また敷地内等の排水管きょ及び付帯設備の

総称をいう。 

排水槽 

    地階の排水又は低位の排水が自然流下によって直接公共下水道に排出できない場合、排水をポ

ンプで揚水して排出するため一時貯留する槽をいう。 

排水立て管 

    器具排水管や排水横枝管からの排水を排水横主管へ導く鉛直又は鉛直と 45°以内の角度で設

ける管をいう。 

排水横枝管 

    器具排水管から排水を、排水立て管又は排水横主管へ導く横管をいう。 

排水横主管 

    排水横枝管及び排水立て管からの排水をまとめて敷地排水管（屋外排水設備）へ導く横管をい

う。 

必要通気量 

    排水系統に障害を起こさないために、通気管に流すことが必要とされる空気量をいう。 

封 水 

    排水管などからの臭気・下水ガス、衛生害虫などが室内に侵入するのを阻止するため、トラッ

プ内に保持する水をいう。 

封水強度 

    排水管内に正圧又は負圧が生じたときのトラップの封水保持能力をいう。 

副 管 

    管きょの接合が段差接合（通常、0.6m以上）となる場合、マンホールの底部の洗掘を防ぎ汚水

の飛散を防止するために設ける管をいう。これにより、マンホール内での作業が容易になる。 

分流式 

    汚水及び雨水を、それぞれ別の管きょで排除する方式をいう。 

分離ます 
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    ポンプ設備の保護、又は処理施設の負荷量を軽減するため、雑排水から砂、粗大固形物、油脂

等を分離できる能力をもった排水設備用の汚水ますをいう。主として、小規模下水道による排水

設備に用いる。 

 

【ま行】 

マンホール 

    管きょの検査、点検、清掃のため人が出入りする施設をいう。 

水受け容器 

    使用する水、又は使用した水を一時貯留、あるいはこれらを排水系統に導くために用いられる

器具及び容器をいう。 

目詰り防止装置 

    浸透施設に流入するごみ、枯れ葉、土砂等を阻止するため、管や浸透ますの底部などに設置し、

目詰りによる浸透能力の低下を防止する施設をいう。 

 

 

【や行】 

横 管 

    水平または水平と 45°未満の角度で設ける管をいう。 

 

【ら行】 

流下時間 

    管きょに流入した雨水がある地点まで管きょ内を流れるのに要する時間をいう。 

流出係数 

    降雨量に対する、管きょに流入する雨水量の比率をいう。 

流達時間 

    流入時間と流下時間との和をいう。 

流入時間 

    雨水が排水区域の最遠隔の地点から管きょに流入する時間をいう。 

ループ通気管 

    2 個以上のトラップを保護するため、最上流の器具排水管が排水横枝管に接続する点のすぐ下

流から立ち上げて、通気立て管又は伸頂通気管に接続するまでの通気管をいう。 

ルーフドレン 

    雨水を雨水立て管に導くため、屋根面などに設ける器具をいう。 
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